
平成３０年度第１回臨時評議員会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年４月２日（月）  

午後３時００分から午後４時１６分まで  

２  場所      調布市役所５階  特別会議室  

３  評議員総数   ５名  

４  出席評議員数  ５名  

 （出席評議員）  伊藤栄敏（議長），老川多加子，塚本憲一，岩渕祐二，  

         氏原貞夫    

（出席理事）   島田尚（理事長）  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   議長が，本日の評議員会が定款第１７条に定める定足数を満たしてい

ることを確認し，議案の審議に入った。  

 (2) 議案第１号  定款の変更（案）について  

   ＜理事長からの説明及び監事からの報告＞  

     法人形態検証の結果として，一般財団法人を継続するとした中で，

今後も信頼性や透明性の高い組織運営を行っていくためには，法人

の業務執行権限を有する理事機能の強化，外部人材の活用を図るこ

とが重要であると考えている。そのため，定款に規定する理事人数

の上限を５名から７名にすることを提案する。  

   ＜質疑等＞  

    評議員：定款の変更には賛成である。関連して，現在，理事の解任

については，普通決議となっているが，事案の重要性から

すると監事と同様に特別決議としても良いのではないか。   

    事務局：監事は，理事会を監査する役割を担っていることから，職

務の重さに鑑み任期も４年（理事は２年），解任も特別決議

としているところであり，これらは一般社団法人及び一般

財団法人に関する法律の規定に則ったものとなっているた

め，ご意見として受け止めさせていただく。  

    評議員：今回は２名の理事の追加と言うことだが，具体的にどのよ

うな機能が強化されるのか。また，民間の方を登用すると

いった意図があるか。  

    理事長：１名は，地域社会の発展に資する取組の強化につなげる観

点から，福祉に知見がある方の登用を想定している。また，

もう１名については，公社の法人としての基盤強化につな

げる観点から，そのことに関して知見のある方の登用を想

定しており，幅広く人材を検討している。   

    評議員：基盤強化の観点からは，経営に知見を有する方の登用を想



定しているということか。  

    理事長：そのとおりである。   

    評議員：追加の時期はいつごろを考えているのか。   

    理事長：４月中に候補者を決定したいと考えているが，同時に２名

追加とはならない場合もある。   

   ＜結果＞  

     議案第１号については，原案のとおり出席評議員全員一致で可決

した。  

(3) 報告第１号  平成３０年度一般財団法人調布市市民サービス公社事

業計画及び一般会計収支予算について  

   ＜事務局からの報告＞  

     平成３０年度は法人設立から７年目を迎えるとともに，また平成

２７年度から４年計画でスタートしている中期経営目標の最終年度

となる。これまでの取組を踏まえ，中期経営目標に掲げた取組を確

実に実践し，目標達成に向け歩みを進めていく。また，平成３０年

度には平成３１年度からの次期中期経営計画も策定することとして

いる。  

     事 業 計 画 の１ページ目 にあるように，中 期 経 営 目 標 の取 組 計 画 を具 現

化 するために７つの基 本 方 針 を掲 げている。また，２ページから３ページ目 に

基 本 方 針 に基 づく具 体 的 な取 組 内 容 を記 載 している。それぞれの取 組 は，

事 務 局 内 の３つの委 員 会 やＱＣ委 員 会 で進 行 管 理 していくこととしている。

まず「（１）受 託 事 業 における積 極 的 な取 組 」では，スポーツ・保 養 施 設 インフ

ォメーションコーナーでの業 務 拡 充 として，みんなの広 場 貸 出 業 務 ，また，新

たな事 業 として市 民 農 園 の管 理 業 務 を予 定 している。「（２）事 業 の効 率 化 ・

サービスの向 上 」では，管 理 運 営 事 業 において，計 画 期 間 中 で最 後 の利 用

者 満 足 度 調 査 を実 施 することから，接 遇 研 修 等 の対 策 を実 施 した上 で目

標 値 に到 達 できるよう取 り組 む。「（５）障 がい者 の社 会 参 加 促 進 」において

は，就 労 体 験 の他 ，福 祉 作 業 所 等 と連 携 しながら，継 続 的 に事 業 に取 り組

んでいく。他 にも経 営 の透 明 性 確 保 ，市 民 雇 用 の促 進 ，市 内 事 業 者 との連

携 ，人 材 育 成 等 についても取 り組 んでいく。 

     ４ページから８ページまでは１０の市 民 サービス事 業 の実 施 方 針 となってい

る。予 算 額 は，市 との予 定 契 約 額 であり，総 額 ６，３１９万 円 余 で，昨 年 度

から１５３万 円 余 の増 額 となっている。その主 な要 因 は，スポーツ・保 養 施 設

インフォメーションコーナー受 付 事 業 において，みんなの広 場 貸 出 業 務 が追

加 されることなどである。なお，同 コーナーは４月 より，文 化 会 館 たづくり１１

階 に移 転 するとともに，たづくりの開 館 日 に合 わせて土 ・日 ・祝 日 の受 付 も

行 うこととしている。９ページから１３ページまでは，７の管 理 運 営 事 業 で，予

算 額 は４億 ８，７９１万 円 余 であり，昨 年 度 から１，３２４万 円 余 の増 額 となっ

ている。その主 な要 因 は，自 転 車 等 駐 車 対 策 事 業 における駐 車 場 の新 設

や新 たに市 民 農 園 の管 理 を行 うことによるものである。 



     最 後 に，１４ページ，１５ページの収 支 予 算 書 についてだが，収 支 全 体 を

みると，収 入 面 では，「事 業 活 動 収 入 計 」が６億 ３，７１４万 円 余 で前 年 度 と

比 較 し１，７２３万 円 余 ，率 にして２．８％の増 となっている。一 方 ，支 出 面 で

は，｢事 業 活 動 支 出 計 ｣と「財 務 活 動 支 出 計 」，さらに，「予 備 費 支 出 」を合

計 した金 額 は，収 入 と同 額 ・同 率 の増 となっている。 

   ＜質疑等＞  

    評議員：事業人件費支出の法定福利費が前年度より減少している理

由は。   

    事務局：保険料の料率改定の影響である。   

    評議員：管理人件費の法定福利費は増えているが。   

    事務局：正規職員が対象であり，定期昇給に連動して増加している。   

    評議員：広報活動に関する予算は，どこに計上されていて，どのよ

うな活動が行われているのか。   

    事務局：事業費及び管理費の諸経費に含まれている。昨年度は，公

社の案内パンフレットを作成したところであり，今後は，

公社独自のホームページ開設に向けた検討にも取り組む予

定である。   

    評議員：市民農園事業の内容を教えてもらいたい。   

    事務局：市内１２箇所の農園で５７０区画を管理する。公社が担う

のは現場業務及び利用者の管理業務である。現場業務は，

農園の耕作，除草，看板等の小修繕が中心で，管理業務は，

各種申請の受付処理，使用料の収納等である。  

    評議員：自転車等駐車対策事業の予算増の要因は。   

    事務局：新たな自転車等駐車場が調布駅の東側で２箇所開設される

予定であり，それらの管理運営を公社が担うことに伴って，

管理運営費用が増額となっている。      

 (4) 報告第２号  一般財団法人調布市市民サービス公社中期経営計画  

       （２０１９年度～２０２２年度）（概要版）について  

    ＜事務局からの報告＞  

      公社は独立した法人である一方で，調布市によって設立された

監理団体の１つであり，市からの受託事業を通して，地域の発展

に寄与する使命を持っている。そのため，一般的な民間企業と異

なり，売上や利益を追求することが目的ではない。また，法人を

取り巻く状況は常に厳しさを伴っている。これらを踏まえて，次

期中期経営計画では経営課題の解決や法人の将来像実現を目標に

掲げながら，法人の存在意義を向上させていくことを考えている。 

      全体構成としては，現計画の振り返りから始まり，次期計画の

基本的な考え方・構成，経営課題・将来像，そして目標及び取組

の視点，取組内容としている。  

      現計画の振り返りでは，全体目標と個別の取組項目の関係性が



分かりにくい部分があったような認識も持っている。また，各取

組項目に関しては３つの委員会が主導する中で，それぞれに設定

した目標値等には近づいているが，それらのことが全体目標にど

のように繋がっているのかということが分かりにくい部分もあっ

たのではないかと認識している。      

      これらを踏まえて，基本的考え方と構成を再整理し，目標と個

別項目の位置付け等を体系的に整理している。  

      目標設定の視点として，経営課題については，法人の基盤整備・

強化に加え，公益性の高い法人として信頼性・透明性の向上を図

ることとし，また，法人の将来像としては，公社の取組が市民に

認知され，地域社会の発展に寄与していると認められる法人の確

立とした。  

      これらを踏まえて，次期中期経営計画の目標を「市からの受託

事業をとおして地域社会の発展に寄与する信頼性・透明性の高い

法人の実現」とし，実現に向けた取組の視点として，「①サービス

向上・効率化の推進  ②地域貢献の推進  ③組織の活性化」とし

ている。そして，これらの３つの視点を踏まえた取組項目のイメ

ージを一覧として整理したところである。  

      なお，３月２６日の理事会においても本内容を説明しており，

具体的な取組のイメージのブラッシュアップの必要性などの御意

見をいただいている。また，新たな取組としては，「③ -９地域や

団体等との連携」や「独自のホームページの開設に関する取組」

があげられる旨も説明したところである。        

   ＜質疑等＞  

     評議員：従来の取組項目にあった事業拡大についての記載が見当

たらないが，事務局の認識は。  

     事務局：市からの受託事業においては，サービス水準の確保やコ

ストの抑制，決められた期間での業務遂行などを第一と

する中で，新規事業や事業の拡大に派生していくと考え

ているところであり，従来の取組を行わないというもの

ではない。   

     評議員：現計画では，指定管理者制度への対応に関する取組項目

があるが，公社はノウハウを積み上げているので継続し

て検討して欲しい。新規事業については，公社として色々

と挑戦しても良いのではないか。また，地域や団体との

連携を推進するに当たっては，広報活動も必要であるし，

取組内容も社会福祉協議会，地区協議会，市のイベント

への参加などを検討して欲しい。   

     事務局：指定管理者制度については，現計画期間において一定の

考え方の整理を行いたいと考えている。また，新たな事



業については，障がい者団体やシルバー人材センターと

連携して取り組めるような業務について検討していきた

い。広報活動については御意見も踏まえて幅広く検討す

る。  

     評議員：公社の将来像として，公社の取組に対する市民の認知度

の向上とあるがどのような意味合いなのか。また，次期

計画期間におけるＰＤＣＡサイクルに則った取組の推進

体制等はどうなるのか。   

     事務局：公社の業務をどのように発信していくかが課題であると

認識している。市からの受託事業に関しては，仕様を超

えた情報発信は難しい部分があると考えている。そのよ

うな中では，地域貢献への取組等を発信して市民の認知

度を上げていきたいと考えている。  

         取組の推進体制については，現在ある中期経営目標に関

する３つの委員会を一つにまとめるなど，効率的に取り

組んでいきたいと考えている。   

     評議員：公社の認知度は現時点でどのくらいあるのか。ホームペ

ージ開設以外にも，色々な団体との交流や公社案内の活

用などといった具体策が必要である。   

     理事長：認知度の具体的数値は持ち合わせていないが，現時点で

の認知度はそれほど高くはないと考えている。社会福祉

協議会，地区協議会，商工会，地元の商店街との連携の

ほか，教育委員会や学校関係との連携等も検討し，積極

的に公社の取組をＰＲしていきたい。  

         地域の団体とどのような協力関係を築けるかということ

を常に視野に入れながら進めていきたい。  

     評議員：５年後に認知度をあげることについては非常に難しい課

題であるとの前提に立つべきである。市民と言ってもそ

の属性は様々であることから焦点を絞った方が良い。広

く認知されるのが良いのか，特定の団体との関係が密に

なれば良いのかなどといったことを考え方として整理す

べきである。ターゲットや目標を絞った方が良いと思う

ので参考にしてもらいたい。   

     理事長：認知度の向上を図る対象については，ある程度，限定的

にすることも視野に入れて検討する。  

     評議員：各施設に勤務する職員は，公社の職員であることを示す

ワッペンなどを着けているのか。  

     事務局：ネームプレートや腕章等を着けている。  

     評議員：市民の方は，市の職員か公社の職員かわからないことが

ある。公社職員と分かるようにした方が良い。  



      議長：認知度向上にはそのようなアピールも必要である。経費

も掛かる内容だが，検討をお願いしたい。  

     評議員：障がい者に対する就労の場の提供や中学生の職場体験受

入れの状況は。  

     事務局：障がい者に対する就労の場の提供は拡大傾向であり，平

成２９年度は鉄道の軌道敷跡の自転車等駐車場における

植栽の散水や落葉清掃業務を新たに委託した。中学生の

職場体験については，３校で８名の生徒の受入を行った

ところであり，平成３０年度についても，受入協力事業

所として登録している。  

     評議員：障がい者団体への業務委託は拡大する方向なのか。  

     事務局：障がい者支援の観点から拡大していきたいと考えている。 

     評議員：現在検討している新しい理事のうち，１名は福祉関係と

のことだが，就労も含めた障がい者支援に関係している

方なのか。  

     事務局：公社としての取組に関しては，福祉作業所の関係者や障

がい者の御家族からの御意見が貴重であると考えており，

新しい理事についても，それらに関して知見のある方を

検討しているところである。  

     評議員：障がい者へお願いする業務については，もう少しコアな

業務を切り出して取組を積極的に行っていく必要がある。

専門の方に公社の業務を見ていただくことで，新たな業

務の切り出し方などが見つかるのではないかと思われる。 

      議長：市民雇用の促進や受託事業の拡充については，次期計画

ではどのように取り組んでいく考えなのか。  

     事務局：市民雇用については，取組を継続するものの，新たな切

り口での目標設定について検討し，積極的な市民雇用の

取組が見えるような形にしていきたいと考えている。事

業の拡充については，市からの受託事業を確実に履行す

る中で，市への提案を適宜行っていきたいと考えている。 

      議長：評議員の皆様からも公社がより発展できるような御意見

をいただいている。法人の存在意義を高め，更に充実さ

せていくことが見えるような次期中期経営計画としても

らいたい。また，指定管理者制度への対応に関しては，

公社としての創意工夫なども含めた議論をしておくこと

は大切である。  

     評議員：次期中期経営計画の策定時期は。  

     事務局：年内を一つの目途として，評議員会と理事会で概ね御理

解をいただき，平成３０年度の最終の理事会で承認をい

ただくことを考えている。   



 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午後４時１６分に  

閉会した。  

 

 



平成３０年度定時評議員会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年５月１１日（金）  

午後１時３０分から午後２時５０分まで  

２  場所      調布市役所５階  市長公室  

３  評議員総数   ５名  

４  出席評議員数  ５名  

 （出席評議員）  伊藤栄敏（議長），老川多加子，塚本憲一，岩渕祐二，  

         氏原貞夫    

（出席理事）   島田尚（理事長）  

（出席監事）   櫻井欣吾   

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   議長が，本日の評議員会が定款第１７条に定める定足数を満たしてい

ることを確認し，議案の審議に入った。  

 (2) 議案第２号  平成２９年度一般財団法人調布市市民サービス公社事業

報告及び決算について  

   ＜理事長からの説明及び監事からの報告＞  

     理事長から平成２９年度事業の特徴や財務諸表における主な内容

について説明した。続いて，監事から４月２３日に行った監事監査

の結果について報告を行った。  

   ＜質疑等＞  

    評議員：市内の障がい者団体との連携の内容について教えていただ

きたい。また，決算報告資料における会議の開催の内容に

ついては，３つの委員会の活動状況も記載していくことを

提案する。それが難しければ，半期ごとに活動内容を取り

まとめるなどして，情報提供をいただきたい。その他，財

務諸表の概要の中で，前年度と比較して補助金等の収入総

体が増加している一方で，市返還金が減少している中，「効

果的な予算執行を進めた」とあるが，その内容を説明して

もらいたい。   

    事務局：障がい者団体との連携については，各種メール及び図書館

メールや施設の清掃業務等において，福祉作業所等連絡会

に業務を発注しているという内容である。業務の発注は，

１５年ほど前から行っており，公社からの発注を通じて，

多くの障がい者に従事していただいている。  

        委員会活動は半期に一度，中期経営目標に関する取組項目

ごとに，担当の委員会も明記しながら，詳細な進捗状況を

取り纏めて評議員会にも報告させていただいているところ



である。  

        財務諸表の概要における記載については，平成２９年度は

予算執行率が前年度より高くなっている中で，効率的な取

組に務めた結果として，市に対して一定規模の金額の返還

を行うことができたことからこのような表現となっている。  

    評議員：前年度より収入が増加していながら，市返還金が減少して

いるということが効率的と言えるのか。   

    事務局：予算執行率が高いということは，当初予定していた取組を

しっかり履行できたとも言えると考えている。その中で，

一定規模の金額を市に返還できたことから，並行して，業

務を効率的に履行したと捉えている。   

議長：事業の増加に伴い委託料も増加したが，年間の執行結果と

して，市返還金は前年度より減少したというものである。事

業を個別に見る必要はあるが，必ずしも市返還金が減少した

からといって効率的ではなかったということにはならない

と思われる。  

    評議員：財務諸表の概要については，表現の問題であるが多少違和

感があった。また，委員会毎の報告については，各委員会

の活動がわかる資料にした方が良いという提案であり，で

きる範囲で努力をお願いしたい。   

    事務局：委員会活動は企業で言うところのボトムアップ・ＱＣ活動

に近いので，決算報告への記載が難しいと考えており，半

期に一度，中期経営目標の取組に関する進捗状況を取りま

とめる中で，評議員会に報告させていただいているところ

である。これまでは，中期経営目標の取組項目を軸として

委員会の活動内容を御報告してきたが，まとめ方の問題で

もあるので，他の評議員の皆様の御意見も伺えれば今後の

検討の参考とさせていただきたい。  

    評議員：従来の中期経営目標の取組項目を軸とした半期毎の報告は

必要である。一方で，委員会毎の取組の進捗状況を見える

化することには賛同する。例えば委員会でのミーティング

の議題や改善事項等のプロセスが見えると良い。しかし，

報告のために仕事が増えるのは本末転倒であるので，可能

な範囲で職員の活動状況を見える化して欲しい。そのよう

な見せ方をしてもらうと職員の活動と成果・プロセスとゴ

ールが繋がってくる。必ずしも委員会の切り口ではなくて

も良いと考えている。   

    事務局：現在は，基本方針に関する取組の報告の中で，各基本方針

の取組に関連する委員会を記載しているが，先ほどの御要

望は，それとは別に委員会の活動記録を示したほうが良い



ということか。  

    評議員：基本方針に関する取組の報告に関する記載内容のことは承

知しているが，委員会ごとの資料がある方がより分かりや

すいと考えている。  

    評議員：我々が求めているのは，結果だけでなく，プロセスも確認

したいということである。評議員会で意見を述べるに当た

っては，その材料としてプロセスが必要であるので検討を

お願いしたい。プロセスを見ることで改善点などについて

意見を述べることができるのではないかと考えている。ま

た，公社の職員構成など，体制に関する情報も提供をお願

いしたい。   

    評議員：自転車等の撤去台数の減少は，対象となる放置自転車が減

少していると理解しているが ,実態を知らないと理解され

こともあるので，次年度以降は，放置自転車が減少してい

ることを見える化すると，公社の活動が理解されやすくな

るのではないか。また，公社として５～１０年後の当該事

業の位置付けや見通しについて伺いたい。   

    事務局：当該事業の最終的な到達点は，放置自転車を無くすことで

ある。自転車等駐車場の整備等の対策により，放置自転車

は減少していくことで，当該事業は縮小していくと考えて

いるが，それは市民にとっては良いことであり，公社とし

て今後も放置自転車を減らしていくことを目標とする。   

     議長：放置自転車対策の実態はどのようになっているのか。   

    事務局：従来は，通勤・通学で駅を利用する方の対策が中心であっ

たが，今後は買い物客や夜間・土・日曜日の放置自転車対

策に重点を移していく方向である。   

    評議員：機械式自転車等駐車場で一時利用から定期利用に移行して

いる理由，また，一時利用と「ちょこっと駐輪」との関係

性について伺いたい。   

    評議員：定期利用に移行した理由としては，一時利用の料金改定に

伴い，１日当たりの換算で料金が上昇したことが一因であ

ると認識している。なお，一時利用時間内に９０分間の無

料時間を設定することで，買い物客等の利便性向上も行っ

ている（ちょこっと駐輪）。   

    評議員：料金改定や「ちょこっと駐輪」について，市民がどのくら

い認知しているのかといったデータはあるのか。市報等で

広報していると思うが，現状において認知度が高くないの

であれば，情報提供について今年度の施策として掲げる必

要はないか。  

    事務局：利用頻度の高い方は「ちょこっと駐輪」を利用していただ



いており，その結果として，放置自転車が減少している。

利用頻度の低い方の対策として，情報提供の必要性は認識

しているため，本件は所管課と連携して，認知度の向上に

努めていく。  

      議長：特に調布駅周辺の放置自転車対策は状況が変化している

ことから，状況を良く把握している公社が積極的に対策に

関わって欲しい。      

   ＜結果＞  

     議案第２号については，原案のとおり出席評議員全員一致で可決

した。  

 (3）議案第３号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事の選任について   

  議案第４号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事の選任について   

  議案第５号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事の選任について   

  議案第６号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事の選任について   

  議案第７号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事の選任について   

  議案第８号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事の選任について   

   ＜理事長からの説明＞  

     本評議員会の終結をもって現在の理事の任期が満了となる。平成

３０年４月２日に行われた平成３０年度第１回臨時評議会において， 

    理事会機能強化を目的に理事定数の上限を５名から７名とする定款

変更が行われており，４月２７日に行われた平成３０年度第１回通

常理事会で理事６候補者名簿が整ったので，議案として提案するも

のである。なお，議案第８号については，市内福祉関係団体を通じ

て紹介を受け，福祉分野の知見を有する方である旨を補足させてい

ただく。  

   ＜結果＞  

     議案第３号から第８号については，原案のとおり出席評議員全員

一致で可決した。  

 (4)報告第３号  一般財団法人調布市市民サービス公社中期経営目標の進捗

状況ついて  

   ＜事務局からの報告＞  

     ４年計画で進めている中期経営目標に基づく取組の３年目である

平成２９年度の取組実績や今後の課題等について説明した。  

   ＜質疑等＞  

    評議員：指定管理者制度については，どのような検討がされたのか。  

        後日で構わないので資料の送付をお願いしたい。   

    事務局：後日，資料を送付する。   

    評議員：雇用情勢が厳しい中で，市民雇用率の目標値９０％の達成

は難しいと考えるがどのように認識しているのか。   

    事務局：平成２８年度においては，シフトの見直しにより，業務を



シェアすることで１０数名の新規雇用を生み出したところ

である。平成２９年度はそのような対応がとれない中で，

市民雇用率の維持に苦労したが，新規雇用２１名のうち，

２０名の市民雇用を行うことで，前年度と同水準を維持す

ることができた。   

    事務局：現在，嘱託・臨時職員を１６０名雇用しているが，市民雇

用率９０％以上の目標達成には，総数が変わらなければ市

外の方を７名市民に入れ替える必要がある。または，６９

名の市民を新規に雇用する必要があり，難しい状況である。  

    評議員：常識的に見て，当該目標の達成は非常に困難な状況にある

と思われる。例えば，様々な形で市民の就労の場の提供に

も貢献しているため，そのような機会を増やしていく観点

など，数値的に上昇していることを示せる現実的な目標を

持ちながら，１年間の取組を進めていく方が有意義である

と考える。  

     議長：この間どれだけ努力したのかを示せれば，それも成果であ

る。例えばこの間の新規雇用における市民雇用の状況等を

示せれば良いのではないか。  

    評議員：シルバー人材センター等への委託により，委託先でどのく

らいの市民が働いているのかといった数値があると分かり

やすい。市民の就労の場の提供にも貢献をしていることが

示せれば良いのではないか。   

    評議員：公社が様々な取組を行っている中で，直接雇用の市民雇用

だけに焦点が当てられることはある意味もったいないので

はないか。数多く取り組んでいる職場体験等の受入につい

てもアピールした方が良い。   

    評議員：施設従事者と市民とのトラブル等に対応した研修等は行っ

ているのか。  

    事務局：施設従事者に対しては接遇研修を行っているが，クレーム

研修は行っていない。専門のコールセンターをクレーム等

の窓口として活用していることもあり，現場の管理員が直

接クレームを受けるケースは減少している。  

    評議員：利用者満足度調査では，市民サービス事業の方が管理運営

事業よりも満足度が高くなっていることからすると，管理

運営事業ではクレーム対応が多いと考えられる。管理運営

事業が公社の主たる事業であり，利用者との接触の機会も

多いので，研修内容の工夫をすることで，より効果が期待

できると思われる。  

 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午後２時５０分に



閉会した。  



平成３０年度第２回臨時評議員会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年８月２日（木）  

午前１０時００分から午前１１時２０分まで  

２  場所      調布市役所５階  特別会議室  

３  評議員総数   ５名  

４  出席評議員数  ５名  

 （出席評議員）  伊藤栄敏（議長），老川多加子，塚本憲一，岩渕祐二，  

         氏原貞夫    

（出席理事）   島田尚（理事長）  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   議長が，本日の評議員会が定款第１７条に定める定足数を満たしてい

ることを確認し，議案の審議に入った。  

 (2) 報告第２号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営計

画の検討状況について  

   ＜理事長からの報告＞  

    理事長から２０１９年度からスタートする次期中期経営計画の検討

状況について次のとおり報告した。  

    ・今回は，以前に御説明し，概ね御理解をいただいた次期計画の概

要版を踏まえて，目標達成に向けた取組項目を中心に取り纏めた。 

    ・目標達成に向けた具体的な取組の３つの視点（①受託事業のサー

ビス向上・効率化の推進，②地域貢献の推進，③組織の活性化）

を踏まえて，具体的な取組項目や主な取組内容，達成指標の候補

等を一覧で整理した。  

    ・視点１に関する取組については，サービス向上や効率化，取組の

検証といった内容で整理している。市民目線でのサービス向上や

受託事業における創意工夫のほか，サービス向上・効率化に関す

る取組の検証を踏まえた取組の推進などを考えている。  

    ・視点２に関する取組については，市民雇用や障がい者の就労機会

の提供，市内事業者との連携，就労体験の受入れといった内容で

整理している。これまでの取組を継続するとともに，様々な状況

を踏まえて，より適切な達成指標を慎重に検討していくことを考

えている。  

    ・視点３に関する取組については，情報提供，地域や団体等との連

携，職員の育成といった内容で整理している。独自のホームペー

ジ開設による情報発信の強化や，事務所の所在地である国領地区

をはじめとした地域との連携，限られた正規職員における意識や

スキルの向上などを考えている。  



   ＜質疑等＞  

     評議員：基本的な考え方については，現計画より更に高めていく

とともに，充実することが見える形で表現すべきではな

いか。また，単に自分たちだけの視点で策定するもので

はなく，市の行革プランとの連動性についても謳った方

が良いのではないか。   

      議長：今年度は市においても次期行革プランの策定に取り組ん

でいるが，市の行革プランと全てが合致するわけではな

いので，行財政改革課と意見交換する中で，可能なもの

があればということになると思われる。  

     評議員：具体的な取組項目の受託事業のサービス向上は最も重要

であり，掘り下げて検討する必要がある。取組項目の中

で使われている「適切」という言葉は便利で都合の良い

言葉だが抽象的ではないか。そのあたりの議論の経緯を

教えてもらいたい。   

     事務局：ここでの取組は，公社として受託事業に対してＱＣＤ（品

質・コスト・納期）を基本にしているという考えが根底

にある。今後の４年間で取り組もうとしている内容の一

つ一つにその考えが含まれている。  

     評議員：「適切」という表現は，ＱＣＤのバランスをきちんととる

ことや費用対効果という設定を最適にするというイメー

ジと理解して良いか。  

     事務局：公社では，市の仕様に基づいて最大のサービスを提供す

るということが事業運営で一番大切であるという認識で

ある。  

     評議員：初めに曖昧な設定をすると，その先が緩くなる懸念があ

ったため確認させていただいた。市の仕様に対する「適

切さ」が大前提にある中で，ＱＣＤをどう調整していく

かというところが公社のノウハウであるということを改

めて認識した。  

      議長：現場での市民目線に近いところからプラスアルファのメ

リットを出すことが公社の持ち味であるということを出

していった方が法人としての意義が明確になると思う。

これまでの取組を土台として，さらに発展するというこ

とを醸し出せる計画としてもらいたい。   

     評議員：現計画では市に提案するような姿勢があったが，そのあ

たりはどうなっているのか。職員の企画力を伸ばすよう

な取組の視点も必要ではないか。また，現在の中期経営

目標を踏まえると少し慎重な表現になっているような印

象を受ける。  



         そういう中で，理事会で意見があった災害対策があるが，

地域福祉センターは，災害時には有効な拠点になるので，

公社として提案や地域の方と連携していくのは重要な役

割であり，そのようなことも取組の中に組み込んでいく

方が良いのではないか。  

         また，達成指標であるが，通常はアウトプット・アウト

カムのどちらかの指標となるが，インプット（活動）止

まりの指標が多い。どういう行動によりどういう結果が

出るかということを整理して，達成指標を作っていくと

良い。  

     事務局：理事会でも，サービス向上・災害対策・施設の老朽化対

策等について，提案型で取り組んで欲しいという意見も

あることから検討していきたい。  

         地域福祉センターについては，災害時の二次避難所とし

て指定されており，今後，公社としてどのような対応が

可能か検討していきたい。達成指標についても再度検討

を行う。  

     理事長：調布駅周辺が再開発により大きく変化しているが，公社

の機動力を活かして街づくりに寄与できるような検討を

行い，市へ提案していきたいと考えている。   

     評議員：指定管理者制度への対応については，これまでの検討を

踏まえて平成３０年度において考え方を取りまとめるこ

ととしている。そのことを受けて，市に対して公社はよ

り効果的・効率的に市民サービスを提供することができ

るという提案をしていくということを入れてはどうか。  

         また，地域貢献の取組の中で漠然と地域や団体と連携と

いうのではなく，市のコミュニティ施策の一翼を担って

いるという表現を入れてはどうか。  

     事務局：提案型のやりとりの中で災害対策や老朽化対策などの話

があったが，その一つに指定管理者制度への対応も含ま

れると考えており，具体的な取組内容の案として記載し

ている「事業所管課への取組提案」に含めている。サー

ビス向上に今後も取り組んでいくが，指定管理者への対

応については，市の動向も踏まえながら，適宜適切に対

応できるようにしていきたいと考えている。  

      議長：市のコミュニティ施策の一翼を担うということについて

公社としてどこまで言えるのか。行財政改革課などと協

議した方が良い。基本的には市からの受託事業で施設を

管理している中で，プラスアルファで何ができるかでは

ないか。  



     事務局：公社は他の監理団体のようにある特定の事業領域（例え

ば文化振興や体育振興など）を設定しているわけではな

い。その中でどこまで踏み込んだ表現ができるかについ

ては，再度検討する。   

      議長：現実的に公社が，何ができるのかを議論して欲しい。言

葉だけ先行することのないように慎重に検討して欲しい。 

     評議員：公社は市民サービスの向上，市民雇用，地域貢献が柱で

あるので，その中の市民サービスの向上のためにどのよ

うな形で具体化できるかということを分かる形で表現す

るべきである。   

      議長：事務局で検討した中に，評議員からの意見にあったよう

な内容も盛り込んでいるということだが，わからない部

分もあるので，より具体的に表現してもらいたい。一方

で，現実的ではないことまで掲げる必要はないため，慎

重に検討したうえで，表現してもらいたい。  

     評議員：組織の活性化の取組について，地域や他の団体との連携

があるが，他の団体は事業領域が確立していて，別の言

い方をすれば専門性が高く，専門性を磨きあげるところ

に存在意義がある。対して公社は敢えて特定の専門性は

持たず汎用的なところを特色にしている。だからこそ他

の監理団体と色々な接点を持ち得ると思う。他の監理団

体との連携では，次期計画ではステイタスを上げていく

と良いのではないか。できたら試行的なものでも良いの

で何か一緒にやることが出てくれば更に良い。  

         また，別の角度だが，サービス向上を図る際に，それぞ

れの事業の所管課が異なることで，公社のアイデアが進

みにくくなることもあるのではないかと考えているが，

地域福祉センターのような複数のサービスが可能な施設

では異なる所管課から同じ職員に賃金が出ているような

ケースはあるのか。  

     事務局：地域福祉センターでは３つの課が関係しており，同じ職

員は複数業務をこなしている。他には，パトロール隊も

複数課からの業務を担っている。   

     評議員：それらは公社からの提案によるものなのか。   

     事務局：パトロール隊の児童見守り業務は，公社からの提案であ

る。   

     評議員：これらの例は市にとって非常にメリットがあるし，公社

としての存在意義である。公社が明確な事業領域を持た

ないが故に，異なる課や他の監理団体との連携などに取

り組んでいけるのではないか。このあたりについてのア



イデアを表に出していくことでも存在意義が出てくるの

ではないか。  

      議長：複数課からの業務を纏めて効率化する等が，公社の特徴

であり，アピールしていくのも方法の一つである。  

     理事長：市の組織だけでなく，他の監理団体を含めて連携を図り

ながら，お互いの持ち味を活かすというのもあると考え

ている。   

      議長：次期計画の基本的な考え方の表現が慎重になっているよ

うに見えるとのことなので，現在の中期経営目標の成果

をベースに，その成果を踏まえて次に発展するように表

現を工夫したほうが良い。また，障がい者雇用の関係に

ついて，法定雇用率の達成は当然のことであって，それ

以上の視点を持って障がい者の雇用を促進しているとい

う指標があっても良いのではないか。  

         その他にも，災害対策だけでなく，日常の危機管理体制

等について触れても良い。   

     理事長：危機管理に関しては，地域でそれぞれ様々な団体等が取

り組んでいるが，人材確保において難しい現状があると

認識している。一例として，そういったところで公社の

パトロール隊の業務拡充等，幅広に検討していきたい。  

     評議員：認知症も重要なテーマになるのではないか。パトロール

隊の活用や他の団体との情報交換も必要である。  

      議長：公社はこれまで市からの受託事業を担ってきた。法人と

しての取組を一歩進めていくに当たっては，公的な機関

との連携も必要になるのではないかと思われるため，情

報交換等を行う中で，可能な内容があれば検討してもら

いたい。  

     評議員：組織の活性化以前に人が集まらなくて受託できないとい

う状況は避けなければならない。条件面の変更が可能か

どうかというところはあるが，職員の育成に加えて，人

材の確保についても次期計画で取り上げた方が良いので

はないか。   

     理事長：勤務条件などにおいて求職者の希望と合致しにくいとこ

ろがあるのかも知れないが，採用については厳しい状況

が続いている。雇用の条件面等の工夫を含めて検討して

いきたい。  

      議長：新たな課題であり，育成だけでなく，サービスを担う人

材の確保の視点も表現できた方が良い。  

     評議員：雇用の問題については，例えば高次脳機能障害をお持ち

の方など，働きにくさを抱えた方は，短時間勤務を希望



する方もいると思うので，他の団体等に問い合わせたり

するなど，検討してみてはどうか。  

     理事長：情報収集に取り組んでいきたい。  

 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午前１１時２０分

に閉会した。  

 

 



平成３０年度第３回臨時評議員会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年１１月１３日（火）  

午後１時００分から午後２時３１分まで  

２  場所      調布市役所５階  特別会議室  

３  評議員総数   ５名  

４  出席評議員数  ５名  

 （出席評議員）  伊藤栄敏（議長），老川多加子，塚本憲一，岩渕祐二，  

         氏原貞夫    

（出席理事）   島田尚（理事長）  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   議長が，本日の評議員会が定款第１７条に定める定足数を満たしてい

ることを確認し，議案の審議に入った。  

 (2) 報告第５号  一般財団法人調布市市民サービス公社中期経営目標平成

３０年度上半期の進捗状況等について  

   ＜事務局からの報告＞  

    今回，従前の報告フォーマットに加え，評議員会から要望のありま

した委員会毎の活動報告を補足資料としております。  

    平成２７年度からスタートしました中期経営目標も最終年度の上半

期が終了しました。１０項目に基づく取組を推進しており，上半期評

価はＡが８項目，Ｂが２項目であり，概ね計画通りに進捗しています。  

    この上半期の主な取組実績として，受託事業に関する拡充では，市

民農園管理の新規受託とスポーツ・保養施設インフォメーションコー

ナーにおいて，みんなの広場受付業務が追加されたことなどによる事

業拡充があります。事業の取組改善では，利用者のサービス向上に資

する取組改善に努めました。積極的かつ分かりやすい情報提供では，

公社独自のホームページ開設に向けて，委託選定先事業者の調査・比

較・検討を進め，下半期における一部開設の目途がつきました（自転

車等駐車場の空き情報等の配信）。市民雇用の促進では，新規雇用者の

市民雇用や職場体験の受入れ，新たな体験メニューの企画に取り組み

ました。一方発注における公平性・透明性の確保及び市内協力事業者

の拡充・活用については，双方のバランスに留意しながら規定の見直

し等の検討を進めたところですが，下半期においても検討を継続し，

一定の整理を行うこととしております。  

    なお，下半期では，この４年間における取組の最終の取りまとめを

行うこととなり，各取組を通じて，経営課題の解決や，法人としての

基盤整備の状況について評価をいただく時期を迎えます。また，並行

して次期計画を策定する重要な時期となりますので，理事会・評議員



会の意見を踏まえ，市の支援も受けながら進めて参ります。  

   ＜質疑等＞  

    評議員：委託業者を決める際の品質に係る審査基準はどのようなも

のか。  

    事務局：委託事業者については，公社が行う事業に協力してくれる

事業者のうち，組織体制や資格などを踏まえて審査してい

る。市内事業者との連携を推進する観点で選定することも

あるが，基本は競争発注である。  

    評議員：市民雇用の促進や利用者満足度調査の目標値は達成できる

のか。  

    事務局：市民雇用率については，目標値である９０％まで上げると

すると，市内の方を新規に５３人雇用しなければならない

状況にあることから，厳しい状況にあると認識しているが，

日々の募集においては，常に市民雇用を意識した取組を継

続している。実情としては，現状の水準を維持していくこ

とにも苦労している。利用者満足度の目標値については，

速報値では９０％前後まで到達しそうなので，目標値の  

８５％以上は達成できるのではないかと考えている。  

    評議員：シルバー人材センターに委託している内容については，市

民雇用として反映されていないのか。  

    事務局：公社としての市民雇用率は，あくまで直接雇用の職員を対

象としているため，反映していない。  

    評議員：シルバー人材センターなどへの委託を通じて市民の就業機

会の確保につながっていると思うが，数値で示すことは可

能か。  

    事務局：シルバー人材センターと連携して業務を行っている施設の

うち，特に駐輪場では，市において機械化が進められてお

り，就業機会は減少傾向にあると感じている。また，業務

委託という関係の中で，委託先の従事者に関する詳細の人

数の把握は難しい。  

    評議員：市民の雇用については，何を目標として捉えるかを改めて

検討することも一つではないか。就業機会の確保という視

点は公社の存在意義として正しいと考えているので，存在

意義を踏まえて指標を設定する方が良い。  

    評議員：資料にあるシェアサイクル事業と受動喫煙防止パトロール

事業の内容を教えて欲しい。  

    事務局：シェアサイクルについては，市においてオリパラを見据え

た新たな交通手段の創出，地域の活性化を目的として，社

会実験を検討しているところであり，公社として協力でき

る内容などについて，市と協議している。  



        また，受動喫煙防止対策として，市において駅前で喫煙防

止啓発活動を行うことを検討しているが，放置自転車禁止

区域と重なるところがあるため，公社の受託業務における

ノウハウ等を活用する視点も含めて，環境部と協議してい

るところである。  

    評議員：駐輪場空き情報ホームページはこれから開設ということで

よいか。  

    事務局：ホームページの立ち上げはもともと行財政改革課との協議

の中で検討を進めていたが，それに先行して，交通対策課

から自転車等駐車場の定期利用空き情報を発信して欲しい

という依頼を受けたことを踏まえ，来年１月を目途に開始

する予定である。  

    評議員：空き情報だけでなく，申込みができないと不満も高まる。

サービス強化のためにやったことがかえって不満を高める

結果にならないようにする必要がある。将来的なサービス

の拡充を見据えて検討を進めてもらいたい。  

    事務局：ＷＥＢ申請といったサービスの拡充も視野に入れて検討し

ていく。  

    評議員：まずは申請書などのダウンロードぐらいは出来るようにし

て欲しい。また，例えば，自転車事故があったときの保険

に関することで公社にできることはないか。  

    事務局：保険のＰＲや防犯登録の推進などは考えられる。  

    評議員：障害者のサポーター養成講座とは何か。  

    事務局：事務局においてハローワークに講師をお願いして，精神・

発達障害者の対応に関する研修を開催した。職員２０人が

参加した。  

    評議員：市民雇用や障害者の就労，女性活躍促進などに関する取組

について，公社がきちんとやっているということをホーム

ページなどで知らせた方が良いと思う。  

 (2) 報告第６号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営計

画（案）について  

   ＜理事長からの報告＞  

    これまで事務局素案を基に理事会・評議員会にて計画概要や構成・

取組項目等について複数回，協議していただいたところです。それら

を踏まえて今回，次期計画（案）を出させていただいております。こ

れまでの御意見としては，市の基本計画や施策との連動性の表現，現

計画を踏まえた前向きな表現，他の監理団体との連携や人材確保の視

点などが挙がっております。  

    計画（案）の構成については，目次にある通りであり，１の（２）

中期経営目標の振返りの中で次期計画でのポイント等を確認し，２の



（１）中期経営計画の位置付けで中期経営目標や調布市基本計画との

関連，更には定款や事業計画との連動を整理しています。これらを踏

まえて４で経営課題や将来像を明確にし，５では経営目標の設定と取

組の視点を整理し，６の実施計画に繋げています。次に主な内容を説

明させていただきますが，まず経営課題と将来像です。経営課題は，

受託事業をより適切に実施するために法人基盤の更なる整備・強化に

加え，一般財団法人を継続する中で信頼性や透明性を更に向上させる

必要があることです。法人の将来像は，受託事業を適切に実施する中

で地域社会に寄与し，市民に認められる法人となることです。これら

を踏まえて経営目標を ｢高い信頼性・透明性を備え，市からの受託事業

をとおして地域社会の発展に寄与する法人 ｣としました。各種取組は目

標達成の手段であり，次期計画の最終的な目標は，経営目標とした ｢高

い信頼性・透明性を備え，市からの受託事業をとおして地域社会の発

展に寄与する法人 ｣の実現です。  

    具体的な取組となる実施計画については，３つの視点を踏まえ１１

の取組に展開しています。視点１は，受託事業のサービス向上・効率

化の推進で，公社は市からの受託事業を適切に実施する法人であり，

その全ての活動はＱＣＤを基本として行われる必要があります。視点

２は，地域貢献の推進であり，視点１の活動そのものが地域貢献につ

ながるものであると考えておりますが，更に公社の存在意義を高める

プラスアルファの地域貢献活動が必要であると考えています。視点３

は，組織の活性化であり，視点１や２を支え法人が継続的に成長・発

展していくためにベースとなる人材の育成や確保，地域における団体

等との連携や交流が必要です。各取組に設定する達成指標のうち，６

つの指標については，現計画から引き続きのものとしております。な

お，各取組に設定する達成指標について，次期計画からは２つにする

ことを検討していますが，複数の視点で２面から評価することで，プ

ロセスや取組内容をより理解いただけるようにするためです。なお，

人員が限られている中で，指標を増やすことにより，本来の取組がお

ろそかにならないように注意する必要があると考えています。  

    最後に実施計画シートになります。それぞれ取組概要欄にポイント

を整理し，達成指標を掲げ，４年間の年度毎の具体的内容を記載して

おります。新たな内容の主なものとして，１－３受託事業における適

切な事務処理の推進では，受託事業の進行管理について，公社での基

幹業務である使用料などの処理事務などについて取り上げています。

２－２障がい者の就労機会の提供では，障がい者団体支援として行っ

ている業務発注を新たに取り上げています。２－４就労体験に関する

取組の推進では，就労体験メニュー開発について取り上げています。

３－２地域や団体等との連携では，公社の認知度向上の視点から多様

な団体等との連携等を取り上げています。これらの取組を推進するな



かで経営目標が実現できるように努力して参ります。  

   ＜質疑等＞  

    評議員：今回提示された中期経営計画の内容を見ると，積極性が強

くないような印象を受ける。文言の修正になるが，「一定の

成果を得られている」という文脈の「一定」については，

現在の中期経営目標の進捗評価を踏まえると，「所期」とい

う表現が正しいのではないか。また，「向上」の表現はある

ものの，「充実」という言葉がないが，サービスの向上，充

実等という表現のほうが良いのではないか。他にも，公社

の設立目的に関するところでは，「市民雇用の促進と市民と

の協働を推進することにより」という表現を入れた方が良

い。さらに，事業に関しては，サービスの向上・充実・効

率化の推進という三本柱とするとともに，「受託サービスの

充実」という内容も必要ではないか。その中で，自転車の

総合対策の推進や指定管理者制度の対応も入れてもらいた

い。指定管理者制度における管理運営のあり方などを取り

まとめておく必要もあるのではないか。  

        地域貢献の推進に関して，障がい者の就労機会の提供でい

う障がい者というのは身体の機能障害者の雇用を促進する

という理解で良いか。  

    事務局：精神障がい者も知的障がい者も含んでいる。  

    評議員：他団体における取組と公社の役割が重ならないようにする

必 要 も あ る の で は な い か と 思 っ た と こ ろ で あ る 。   

地域や団体等との連携とあるが，公社は社会福祉協議会と

連携して，障がい者を含め，地域福祉センターを活用した

防災への取組に協力するのも一つではないか。      

        組織の活性化に関しては，働きやすい職場環境の構築に関

する取組も入れた方が良いのではないかと感じた。  

    事務局：障がい者への対応は様々な視点から検討していく。  

    評議員：地域や団体等との連携についての達成指標の設定が低い。

１年間で１０回以上でも少ないと感じる。  

        また，組織の活性化における「人材確保」については，具

体性が欲しい。  

    事務局：現在も人の確保に苦慮しており，１年中人材募集をしてい

る状態である。理事会では，一例として，地区協議会など

に募集情報を提供することについて提案があったので，そ

のあたりを考えている。  

    評議員：地区協議会の広報紙は年３，４回の発行であるため，人材

募集の効果として期待できるかどうか。  

    評議員：人材確保については，まずはホームページで公社の仕事を



紹介し，魅力を発信していくべきと考える。  

    評議員：市の基本計画と中期経営計画の各論部分がどのように連動

しているのかを表現すべきではないか。今年の３月に自転

車に関するネットワークの計画ができたと思うが，公社が

どのように関われるのかといったことも，中期経営計画と

は別に整理しておくと良いのではないか。なかなか公社の

魅力が外に伝わらない状況であるので，魅力が伝わるよう

な仕掛けが必要だと思われる。  

    評議員：例えば，働く人たちの安全性の確保や，福利厚生について

充実させることでも公社の魅力が出てくると思う。  

    評議員：市民雇用の考え方に関して，例えば，シルバー人材センタ

ーへの委託は，間接的に市民雇用につながっていると思わ

れるため，人件費という捉え方なども考えられるのではな

いか。  

    事務局：シルバー人材センターについては，市内事業者との連携に

関する取組において，実績として捉えているところである。   

市民雇用の促進については，次期計画における達成指標と

して，全体と施設従事者の２つの視点で設定しようと考え

ているところである。  

    評議員：市民雇用に関して，「施設等に従事する職員」とは具体的に

どういうことなのか。  

    事務局：事務局ではなく，現場の各施設に勤務する職員のことを指

している。  

    評議員：市内事業者発注率については，シルバー人材センターが大

半を占めているということだが，シルバー人材センターを

除いた割合を聞きたい。仮にシルバー人材センターの占め

る割合がかなり大きいとするとシルバーを含めた指標の設

定は適切なのかという問題がある。ここでの趣旨は民間事

業者の活用ではないか。  

    事務局：シルバー人材センターと福祉作業所が含まれている。この

２つで４０％弱を占めている。シルバー人材センターが  

３０％で福祉作業所が１０％程度である。  

    評議員：シルバーや福祉作業所への発注は，市内事業者の活用とい

うよりも市民雇用を促進しているという意味合いが強いの

ではないか。市民雇用の定義を公社としてどう考えるかと

いう話である。雇用というよりも就労機会の提供という考

え方が公社の存在意義を表わしているのではないか。  

    事務局：公社の定款においては，市からの受託事業をとおして市民

雇用を促進することとしており，公社において直接雇用に

取り組むことを意図していると認識している。  



    評議員：市民雇用に関して，新たに５３人を雇用しなければならな

いと目標を達成できないという状況は構造上の問題と思わ

れ，いくら頑張っても達成できない目標に向けて無理やり

不必要なことをする必要はないのではないか。そのため，

次期計画においては，指標を変更するなどの検討を行う方

が良いのではないか。  

    評議員：市民雇用についてはしっかり検証すべきである。現状値に

ついての評価はどのようなものか共通認識を持つ必要があ

る。  

    評議員：所期の目標は達成したと考えられる。  

    評議員：公社としてもっと自信をもちながら，色々なことに取り組

むべきである。市からの受託事業に限らず，市から出資を

受けている監理団体として，地域などにおいて対応が難し

い業務を担っていくような考え方があってもいいのではな

いか。  

    評議員：利用者満足度調査について，現在のアンケート内容は従事

者の接遇面に関するものが多い。次期計画の取組は，接遇

だけでなく，施設の使い勝手，利便性やサービスの内容の

向上がテーマになってくると認識しているが，達成指標は

接遇面を重視したものであるため，取組概要と達成指標に

ずれがあるように感じる。取組概要の内容からは，サービ

ス向上に関する見直し件数というものが達成指標になるの

ではないか。利用者満足度調査の結果を受けてサービスの

内容を見直した努力こそが重要であると考える。アンケー

トの結果を踏まえたうえで，指標を設定する必要があるの

ではないか。  

    評議員：達成指標に掲げた「研修の受講者数」という目標よりは，

その方が良いのではないか。  

    事務局：取組概要と達成指標の関連について再検討する。  

    評議員：サービスの「充実」という言葉はここでも必要ではないか。  

    事務局：ＱＣＤという考え方のうち，ここでの取組は品質の部分で

ある。利用者に満足いただけるように言葉の意味を含めて

検討する。  

     議長：評議員の皆様から様々な前向きな意見が出ている。公社を

良くしていこうとする意味合いで発言していただいている

と思う。評議員の意見をできる限りを取り入れてもらいた

い。  

        今後のスケジュールであるが，次期中期経営計画は理事会

で決定して，評議員会に報告があるということで良いか。  

    事務局：次期中期経営計画の最終決定は来年３月の理事会において



行う。その前に理事会，評議員会から最終の意見をいただ

いたうえで，整理していきたいと考えている。  

 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午後２時３１分に

閉会した。  

 

 

 



平成３０年度第４回臨時評議員会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３１年２月７日（木）  

午前１０時００分から午前１１時００分まで  

２  場所      調布市役所５階  特別会議室  

３  評議員総数   ５名  

４  出席評議員数  ５名  

 （出席評議員）  伊藤栄敏（議長），老川多加子，塚本憲一，岩渕祐二，  

         氏原貞夫    

（出席理事）   島田尚（理事長）  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   議長が，本日の評議員会が定款第１７条に定める定足数を満たしてい

ることを確認し，議案の審議に入った。  

 (2) 報告第７号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営計

画（案）について  

   ＜理事長からの報告＞  

    前回の理事会・評議員会でいただいた御意見を踏まえて，内容の修

正を行っている。また，この間において，市の監理団体である調布市

文化・コミュニティ振興財団から，今後における公社の新たな事業展

開につながる内容の相談があり，事務局としては，前向きな対応を考

えていることから，そのことに関連した修正も加えている。  

    そのため，先に財団からの相談内容と公社としての考え方について

御説明する。  

    公社は，前身の公共施設管理公社と同様に，市からの受託事業を担

う法人として活動していくという考え方の中で，受託事業におけるサ

ービス向上や効率化などに加えて，市民雇用の促進や障がい者に対す

る就労機会の提供のほか，市内事業者との連携などの取組を通じて，

地域社会の発展に寄与してきた。  

    現在は，平成２７年度からの中期経営目標に基づく取組を推進して

おり，これまでの取組を通じて，当初に見込んでいた成果を概ね得ら

れていることも踏まえ，次期計画においては，法人としての活動を更

に発展させる視点をもちながら，存在意義をより高めていくための取

組を検討しているところであり，その具体的な取組の一つとして，地

域や公益的な団体等との連携を位置付け，法人活動を発展させる観点

から，多様な主体との日常的な関係づくりに取り組むことを考えてい

た。  

    そのような中で，先日，財団から，「施設の受付業務について公社に

協力してもらえないか」との話をいただいた。具体的には，平成３１



年度から財団が新たに指定管理者として管理運営を行う予定の「せん

がわ劇場」における受付業務である。  

    本件については，財団と調整中のため，決定事項ではないが，事務

局としては，「同じ市の監理団体からの協力依頼であること」や「市の

公共施設の管理運営に関する業務であること」のほか，「業務の円滑な

執行に協力することで市民サービスの向上につながり，市民のメリッ

トに寄与できること」や「公社で検討している次期計画における基本

的な考え方や取組内容にも合致し，公社の活動の発展につながること」

などを踏まえ，前向きに検討している。  

    なお，本件に対応するに当たっては，公社として，「市からの受託事

業を担う法人として活動していく」というこれまでの考え方から一歩

踏み出し，公社としての役割や存在意義を踏まえつつ，「市からの直接

の受託事業に加えて，市の業務を担う監理団体をはじめとした公益的

な団体からの協力依頼にも対応していく」という考え方をもって，法

人としての今後の活動を進めていくということを共通認識とする必要

がある。また，公社が行う事業は定款で規定していることから，本件

への対応に伴う定款との関係性について，定款を登記している法務局

の相談窓口のほか，法人設立時に定款策定等の支援をいただいたコン

サルタントの方に確認や相談を行った。結果としては，どちらも同様

の見解であり，「定款第３条第２項第２号では，公社が行う事業として，

“市の公共施設の管理運営事業”と規定されているが，市から直接業

務を受託することのほか，他団体を経由して間接的に市の業務を受託

することも読み込めるため，現行の定款の規定のままで財団からの依

頼に対応できる」とのことであった。そのことを踏まえ，財団からの

依頼に対応する場合でも，定款については現行のままとすることを予

定している。  

    それでは，今回修正した次期計画の内容について，主な変更点を中

心に御説明する。  

    資料は，中期経営計画（案），嘱託職員等の雇用状況，理事会・評議

員会の主な意見と反映内容の３点となっている。  

    まず中期経営計画（案）の３ページに計画策定の流れを追記し，４

ページ以降の内容を理解しやすいように工夫した。  

    次に９ページでは，達成指標についての考え方を詳細に記載し，関

連して１０ページの実施計画一覧には，目標値設定の方向性欄を設け，

目標値の位置付けを整理した。また，９ページに実施計画における取

組のポイントを整理・追記し，１１ページ以降の実施計画における取

組の全体像を理解しやすくした。  

    １１ページ以降の実施計画シートの主な修正点は，先ほどの財団か

らの依頼への対応も含め，新たな事業の展開や地域との連携をより推

進することを念頭に１２ページ及び２１ページを修正している。他に



２０ページでは，公社独自のホームページの積極的な活用に関するこ

と，また，良好な勤務環境の維持等に関しては，１６ページの市民雇

用の推進に加え，２２ページの職員育成・人材確保の面からも取組を

位置付けた。  

    最後に，１６ページの市民雇用の推進の取組については，理事会や

評議員会でも詳細な分析をして共通認識を持つ必要性について御意見

をいただいている。参考資料にあるとおり，公社は市民雇用を含めた

市民との協働を重要な目的としているが，その担い手を確保する環境

が年々厳しくなっており，何度募集しても，職種によっては必要な人

材が確保できない状況が散見されるようになってきている。公社にお

いては，市民雇用と併せて，円滑で安定的な事業運営を確保すること

も同じく重要であると考えている。資料に平成２５年度から平成２９

年度までの雇用状況の推移を表とグラフで表しており，雇用者総数，

市民雇用ともに３０人増加したことで，市民雇用率は８３．９％から

８６．８％となり，２．９ポイント上昇しているが，平成２８年度か

ら平成２９年度は横ばいとなっている。職員の入替りや住居の転出・

転入の表からは，人材確保における厳しい環境と併せて，市外転出も

ある。これらの状況を踏まえると，今後において市民雇用率を大きく

伸ばしていくことは容易ではないことが想定されるため，次期計画に

おける目標値を精査するに当たり，近年の雇用状況を踏まえた今後の

見通しを２パターンでシミュレーションした。  

    過去５年間における年平均増加人数の６人を市民４人（市外２人）

と市民５人（市外１人）で設定したところ，市民４人では計画期間最

終年度の市民雇用率は８３．８％，市民５人では８６．３％となるこ

とから，次期計画における目標値は８６％以上とした。これは現在の

水準の維持ということになるが，大変厳しい目標値であると認識して

いる。  

    なお，先週行われた理事会において，当計画（案）については，概

ね御理解をいただいたところである。本日の評議員会での御意見を踏

まえ，３月末の理事会に議案として上程し，決議をいただく予定とな

っている。  

   ＜質疑等＞  

    評議員：せんがわ劇場の受付業務の詳細と指定管理者の財団から公

社がどのように業務を受けるのかを確認したい。   

    事務局：せんがわ劇場の受付は，毎日朝９時から夜１０時まで，通

年開館しており稼働時間が長い。  

        また，公社は財団から受付業務を業務委託として契約する

ことを予定しており，市から直接受託する場合と同じよう

に精算方式を想定している。  

    評議員：市から財団への支払いはどうなるのか。  



    事務局：市は財団を指定管理者として指定したことから，財団にお

ける施設の運営に係る財源は，指定管理料と使用料になる

と認識している。  

    評議員：市，財団，公社とそれぞれの役割を整理することで劇場全

体の運営体制を見える化し，説明責任を果たせるようにし

て欲しい。  

    評議員：市からの受託だけでなく，公益的団体から受託することま

で事業の範囲を広げることは良いことである。  

        財団に対して，公社は委託料を精算する必要があるのか。  

    事務局：監理団体が指定管理者として施設を管理する際は，必要経

費について使用料を充当しつつ，足りない分について指定

管理料を充当するというような考え方になっていると認識

している。また，指定管理料については，精算条項がつい

ていると認識している。  

 行財政改革課：市においては財団との間で精算方式を採用している。公社

と財団との間での委託料の取扱いは協議となるが，市とし

ては，余剰分を財団に返還してもらいたいと考えている。   

    評議員：精算方式を採用するとなると，監理団体が指定管理者とし

て受ける意味はあるのか。  

  行財政改革課：民間と監理団体では，指定管理者となる場合の意味は異な

る。監理団体に対しては，効率的は運営を行うことで，市

民に還元してもらうことを期待している。  

    評議員：せんがわ劇場の受付の運営体制はどのようなものか。  

    事務局：現在は，市が直接雇用しており，５～６人でのシフト制に

なっていると聞いている。   

    評議員：中期経営計画（案）については，収斂されたのではないか。   

    評議員：同感である。   

    評議員：公社の認知度向上に関する取組項目に関して，具体的に検

討していることはあるか。   

    事務局：昨年，「みまもっと」という地域での見守り活動に公社も参

加した。活動を通じて参加団体などと連携を図る中で，認

知度の向上にもつながればと考えている。   

    評議員：公社には，統一のユニフォームはあるのか。  

    事務局：ネームプレートは統一している。   

    評議員：市民の方から駐輪場のサービスが非常に良くなっていると

いう声を聞いている。公社であることをもっとアピールし

ても良いのではないか。  

    理事長：公社内で検討したい。シルバー人材センターでは統一した

帽子を着用しているといったことも一つの参考にする。   

    評議員：独自のホームページの開設と併せて，工夫して欲しい。   



    評議員：駐輪場では黄色のユニフォームを着て働いている方を見か

けるが，公社のスタッフではないのか。   

    事務局：その方たちは，シルバー人材センターの会員である。  

    評議員：駐輪場や駐車場など市民との接触が多い職場のユニフォー

ムは工夫が必要ではないか。認知度向上に関しては，ホー

ムページを見る人が限られるので，現場を重視して展開す

べきである。   

    評議員：せんがわ劇場などの業務を通じて，新しい方々との出会い

があるはずなので，公社のサービスを通じて認知度も向上

するはずである。   

    評議員：市民雇用についてであるが，公社の直接雇用に加えて，間

接雇用のデータ収集も必要ではないか。また，先ほどのシ

ミュレーションに関しては，途中での検証も必要ではない

か。市民雇用を継続することに異論はないが，この指標を

設定したために，公社の活動の自由度が阻まれないように

お願いしたい。   

    評議員：市民雇用率９０％の達成は困難であることは理解した。間

接雇用のデータも収集し，公社の事業運営が市民中心であ

ることが分かるような整理を研究して欲しい。  

    評議員：公社が市民雇用の拡大に貢献したという視点が重要である。 

    評議員：委託先の市民雇用についてどの程度把握できるのかが問題

である。  

        また，公社は公的な団体であるので，民間事業者の活動を

圧迫しないように留意することが必要である。  

    評議員：独自のホームページの活用について聞きたい  

    事務局：自転車駐輪場関係の情報を３月末までに公開し，次年度に

法人情報を公開していく予定である。  

    評議員：ホームページは，情報の更新管理が大切である。  

    評議員：認知症サポーター講座とは。  

    事務局：「みまもっと」の参加に当たって，理事長をはじめ，嘱託職

員及び臨時職員も含めた全職員が受講した。  

    評議員：サポーターのフォローアップに関する講座もあるのではな

いかと思われるため，積極的な参加を検討してもらいたい。 

    評議員：サポーター講座を受講した後の取組が重要である。サポー

ターであることの表示やサポートを具体的にどのように行

うかが重要である。  

    評議員：認知症サポートに関する公社としてのマニュアルが必要で

あると思われる。   

     議長：中期経営計画（案）に関して，評議員会として異論はない。  

        評議員同士での意見交換はできたと考えている。  



        最終的には，３月末の理事会で決議願いたい。   

 (3) その他  

   ＜事務局からの報告＞  

    平成３１年１月２３日及び２４日に，武蔵府中税務署による過去５

年間の源泉所得税に関する調査が行われたことを報告した。  

    

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午前１１時００分

に閉会した。  



平成３０年度第１回通常理事会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年４月２７日（金）  

午前１０時００分から午前１１時１０分まで  

２  場所      調布市役所５階  市長公室  

３  理事総数    ５名  

４  出席理事数   ５名  

（出席理事）   島田尚（議長），岸秀治，今井隆司，宇津木光次郎，  

八田主税   

 （出席監事）   櫻井欣吾，小杉茂  

５  議事の経過の要領及び結果  

(1) 定足数の確認  

本日の理事会が定款第３３条に定める定足数を満たしていることを確

認し，議案の審議に入った。  

 (2) 議案第１号  平成２９年度一般財団法人調布市市民サービス公社事業

報告及び決算について  

   ＜事務局からの説明及び監事からの報告＞  

    事務局から平成２９年度の事業報告及び決算に関して，特徴や財務

諸表における主な内容等について説明した。続いて，監事から４月  

２３日に行った監事監査の結果について報告を行った。  

＜質疑等＞  

    理事：自転車等駐車対策事業における利用件数と使用料の関係につ

いて説明をお願いしたい。   

   事務局：有料自転車等駐車場の利用形態は一時利用と定期利用（月極）

があり，一時利用は利用ごとに，定期利用は契約ごとに利用件

数として集計し，それらの合計を全体の利用件数としている。

料金改定により一時利用から定期利用へのシフトが続いてい

ることから，全体では利用件数は減少している半面，使用料は

増加している。分かりやすい資料への改善については，今後検

討していく。  

    理事：全体的には，利用者・使用料ともに増えているのか。   

   事務局：そのように認識している。   

    理事：自転車等の撤去台数も減っているが，放置自転車の減少と相

関関係にあるのか。   

   事務局：市の施策により自転車等駐車場が整備されたことや誘導の強

化等により放置自転車が減少し，撤去台数も３年前の半数近

くまで減っている。よって返還台数も減っており，良い循環

になっている。   

    理事：数年前まで，調布駅周辺は放置自転車が多数あったと記憶し



ているが，今はかなり減ってきたという印象を持っている。

この状況は，誘導等の徹底や自転車等駐車場が整備されたこ

とによるものと理解している。   

    理事：放置自転車については，きめ細かに公社でパトロールを行う

ことで見える化が図られ，マナーアップにつながっている。

「ちょこっと駐輪」等と併せて，今後も工夫して行く必要が

ある。  

       ちょうふ若者サポートステーションとの連携に関して，就業

体験者のその後の状況はわかるか。   

   事務局：体験者は，仕事に対してネガテイブなイメージを持っている

ことが多いが，体験後は自信を持ち，企業に就職した方もい

ると聞いている。   

    理事：公社における地域貢献的な取組であるため，アピールポイン

トとしてもらいたい。  

    理事：利用者満足度調査等で良い結果も出ているが，窓口でクレー

ムがあった場合の市との連携の在り方や職員の指導はどのよ

うに行われているのか。また，台風や降雪に迅速に対応して

いるので，そのような内容を事業報告書に記載しても良いの

ではないか。   

   事務局：クレームについては，情報の共有化と一元管理を図っている

中で，３か月毎にＱＣ委員会を開催し，現状の分析や改善等

の検討を行っている。クレームは減少してきているが，少な

からず発生している現状があるため，事務局内での情報共有

だけではなく，現場職員に対する指導に加えて，他の施設従

事者への周知・指導といった水平展開も図っている。   

   事務局：降雪時は公社をあげて対応している。現場の臨時職員なども

急遽出勤するなど，手分けして対応している。台風や大雨の

際は，各施設からＦＡＸ等で事務局に情報が集まるようにし

ている。  

    理事：普通救命講習や自衛消防訓練の実施は非常に良い。地域福祉

センター等にＡＥＤは設置されているのか。また，市民サー

ビスの向上を図るために職員の研修を徹底して欲しい。  

   事務局：ＡＥＤは，地域福祉センターと体育施設に設置されている。

毎年管理員に対してＡＥＤ講習を実施している。   

   ＜結果＞  

    議案第１号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決した。 

(3)議案第２号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事候補者名簿につ

いて  

 (4)議案第３号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事候補者名簿につ

いて  



 (5)議案第４号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事候補者名簿につ

いて  

 (6)議案第５号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事候補者名簿につ

いて  

 (7)議案第６号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事候補者名簿につ

いて  

 (8)議案第７号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事候補者名簿につ

いて  

    ＜事務局からの説明＞  

    理事の任期満了に伴う次期理事の選任に当たり，これまでの５名か

ら１名増となる６名の理事候補者を提案するものである。   

   ＜結果＞  

    議案第２号から第７号までについては，原案のとおり出席理事全員

一致で可決した。  

 

 (9)議案第８号  平成３０年度一般財団法人調布市市民サービス公社定時評

議員会の招集について  

   ＜事務局からの説明＞  

    定時評議員会を，５月１１日に招集したい旨，説明した。   

   ＜結果＞  

    議案第８号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決した。 

 (10)報告第１号  一般財団法人調布市市民サービス公社中期経営目標の進

捗状況について  

   ＜事務局からの説明＞  

    ４年計画で進めている中期経営目標に基づく取組の３年目である平

成２９年度の取組実績や今後の課題等について説明した。  

   ＜質疑等＞  

    理事：受託事業に関する拡充検討については，平成３０年度から市

民農園管理事業，自転車等駐車場の空き情報の提供や交通系

電子マネー決済機能導入など，新規・拡充に関する内容が多

数あるので，公社における検討などが平成３０年度予算につ

ながった点を踏まえると，年次の評価はＳでも良いのではな

いか。   

   事務局：御意見いただいた取組については，平成３０年度に滞りなく

履行することで，次年度における年次評価がＳ評価となるよ

う取り組んでいく。  

    理事：全ての取組がＡ評価以上となっていることは大変良いことで

あると感じている。そのような中で，次期中期経営計画につ

いて新たな視点等があれば教えてもらいたい。  

   事務局：現在の取組を踏まえつつ，地域との関わりや地域貢献の視点



を持っていくことを考えている。また，評議員会では，公社

の認知度が低いとの意見も出ているので，市民に認知される

ような取組も検討していきたい。     

    理事：市では平成３１年度からの基本計画を平成３０年度に策定す

るので，市の施策との連動や市の施策を踏まえた発想も持っ

てもらえるように市側からも検討材料を提供する。  

       地域との関わりについては，国領地区との連携から模索して

いくことも公社の意義であり，認知度の向上にもつながるの

ではないかと思われるので，検討をお願いする。  

   理事長：いただいた意見を踏まえて，次期中期経営計画の検討を進め

ていく。  

 (11)その他   

   事務局から以下の内容について説明した。  

  ・平成２９年度３月の予算補正について  

   

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午前１１時１０分

に閉会した。  



平成３０年度第１回臨時理事会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年５月１１日（金）  

午後３時００分から午後３時１５分まで  

２  場所      調布市役所５階  市長公室  

３  理事総数    ６名  

４  出席理事数   ５名  

（出席理事）   島田尚（議長），箕輪久子，今井隆司，八田主税，  

        宇津木光次郎  

 （出席監事）   櫻井欣吾  

 （出席評議員）  伊藤栄敏，老川多加子，塚本憲一，岩渕祐二，  

         氏原貞夫  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   本会の議長に互選された理事島田尚は，本日の理事会が定款第３３条

に定める定足数を満たしていることを確認し，議案の審議に入った。  

   また，本理事会の前に開催された定時評議員会において，任期満了に

伴う新たな理事が選定されたことを受け，本日は評議員にも出席いただ

いている旨を説明した。  

 

 (2) 議案第９号  一般財団法人調布市市民サービス公社理事長の選定につ

いて  

   ＜議長からの説明＞  

     理事長の選定は定款第２３条第２項の規定により，理事会の決議

により，理事の中から選定することを説明した。  

     理事から島田尚氏の推薦があったことから理事長に選定すること

を諮った。      

   ＜質疑等＞  

     なし。   

   ＜結果＞  

     議案第９号については，出席理事全員一致で賛成し，被選任者は，

席上，理事長に就任することを承諾し，可決確定した。  

【理事長  島田  尚（重任）】  

 

 (3) 議案第１０号  評議員会及び理事会の招集権者の順序について  

   ＜事務局からの説明＞  

    定款第１５条第４項及び同３１条第４項に規定する理事長が欠け

たとき又は事故があるときの招集権者の順位について，第１順位を

今井理事に，第２順位を北川理事にお願いしたい旨を説明した。  



＜質疑等＞  

    なし。   

   ＜結果＞  

     議案第１０号については，出席理事全員一致で賛成し，可決確定

した。  

【第１順位  今井隆司】  

【第２順位  北川秀秋】  

 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午後３時１５分に

閉会した。  

 



平成３０年度第２回臨時理事会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年７月２０日（金）  

午前１０時００分から午前１１時３０分まで  

２  場所      調布市役所５階  市長公室  

３  理事総数    ６名  

４  出席理事数   ６名  

（出席理事）   島田尚（議長），北川秀秋，箕輪久子，今井隆司，  

宇津木光次郎，八田主税   

 （出席監事）   櫻井欣吾，小杉茂  

５  議事の経過の要領及び結果  

(1) 定足数の確認  

   本日の理事会が定款第３３条に定める定足数を満たしていることを確

認し，議案の審議に入った。  

 (2) 報告第２号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営計

画の検討状況について  

   ＜事務局からの報告＞  

    事務局から２０１９年度からスタートする次期中期経営計画の検討

状況について次のとおり報告した。  

    ・今回は，以前に御説明し，概ね御理解をいただいた次期計画の概

要版を踏まえて，目標達成に向けた取組項目を中心に取り纏めた。 

    ・目標達成に向けた具体的な取組の３つの視点（①受託事業のサー

ビス向上・効率化の推進，②地域貢献の推進，③組織の活性化）

を踏まえて，具体的な取組項目や主な取組内容，達成指標の候補

等を一覧で整理した。  

    ・視点１に関する取組については，サービス向上や効率化，取組の

検証といった内容で整理している。市民目線でのサービス向上や

受託事業における創意工夫のほか，サービス向上・効率化に関す

る取組の検証を踏まえた取組の推進などを考えている。  

    ・視点２に関する取組については，市民雇用や障がい者の就労機会

の提供，市内事業者との連携，就労体験の受入れといった内容で

整理している。これまでの取組を継続するとともに，様々な状況

を踏まえて，より適切な達成指標を慎重に検討していくことを考

えている。  

    ・視点３に関する取組については，情報提供，地域や団体等との連

携，職員の育成といった内容で整理している。独自のホームペー

ジ開設による情報発信の強化や，事務所の所在地である国領地区

をはじめとした地域との連携，限られた正規職員における意識や

スキルの向上などを考えている。  



   ＜質疑等＞  

    理事：自転車等駐車対策事業においては，今年度から交通系ＩＣカ

ードの導入等のアイデアをいただいているが，今後も市民サ

ービス向上に繋がるような施策展開に現場の声を活かした提

案をしていただきたい。  

       なお，現在の計画の進捗状況であるが，市民雇用率の目標値

（９０％以上）については，対象はプロパ―に臨時職員を合

計したものか。   

   事務局：市民サービスの向上に資する提案は，今後も継続していきた

い。  

       市民雇用の対象は，正規職員（プロパー）を除いた全雇用者

が対象である。  

    理事：雇用環境や景気動向等もあるので市民で全てをまかなうのは

難しい状況にあるとは思いつつも，新たな雇用機会には是非

市民雇用の努力をしていただき，目標達成に向けて取り組ん

で欲しい。   

    理事：市民雇用は公社の存在意義に大きく関わる指標なので，現状

をよく分析して，少しでも向上を目指して欲しい。業務の性

質によって市民雇用が十分に達成できるものや，専門性やノ

ウハウの蓄積が必要であるなど様々な状況を整理・分析する

中で可能性を追求する必要があるのではないかと思われる。  

       また，採用環境が厳しいとのことであるが，具体的に教えて

欲しい。   

   事務局：市報を中心に募集を行っているが，応募される人数が少ない。

適性や人物本位ということが重要である中で，欠員がなかな

か埋められずに，既存の職員に負荷が掛かっている。  

    理事：人手不足ということなのか。それとも募集情報が十分に届い

ていないということなのか。そのあたりはどのように分析し

ているのか。  

   事務局：人手不足もあると思われる。また，賃金を含めた雇用条件に

おいても要因があると考えている。  

   理事長：更に，公社の勤務形態は不規則で多様である。例えば午前・

午後・夜間等に対応が必要である勤務形態もある。  

    理事：高い収入を求める人達には条件が合わないと考えられるが，

もしかすると必要な方に情報が届いていないのかもしれない。

社会貢献・生きがいや健康維持等の要素を重視する方もいる

のではないか。例えば高齢者の集まるイベントや高齢者向け

のセミナー等に視野を広げて情報を届けてみることも良いの

ではないか。色々と模索して欲しい。   

    事務局：次期計画では，１つの取組項目について，達成指標は１つ



に限らず複数設定しても良いと考えている。例えば市民雇用

については，女性比率や若者支援と言う視点があっても良い

と考えている。   

    理事：女性比率は１つの視点と思われるが，様々な指標を俎上にの

せて幅広に検討してもらいたい。  

    理事：次期計画では，一般財団法人を継続することとしたという中

では，改めて法人としての存在意義と，信頼性・透明性につ

いての具体的な取組が必要ではないか。  

       存在意義では，地域貢献の分野である市民雇用や市内事業

者・障がい者団体との連携は具体的な取組が必要である。  

       市民雇用については，指標の話もあったが，市境の施設につ

いては，近隣の市外在住の方が多いというような話も聞いた

ことがあるので，現状についての見せ方や説明の仕方を工夫

しながら，取組の推進に向けた努力が必要ではないか。市民

雇用を推進することで存在意義が果たされるとも考えている

ので，地域貢献も含めて頑張ってもらいたい。  

       また，信頼性・透明性も大事になる。地域貢献を行う中で公

社の取組をどうアピールしていくのか。先程も意見があった

が，市に対する提案も必要と思われる。文化，スポーツ，コ

ミュニティなどに関する事業のサポートや提案も期待したい。 

       そのような中で，例えば施設の老朽化や災害対応等について

行政とどう連携していくかということがアピールできるポイ

ントとして重要ではないか。地域の課題や行政の課題に積極

的に取り組んでいく姿勢を見せられるといいのではないか。  

       次期の計画では，この４年間の振返りを踏まえた取組を示し

ていけると良いのではないかと思われる。  

    理事：他の視点であるが，今年は猛暑が続いている中で，外作業で

の職員の安全面等の対策について教えて欲しい。   

   事務局：今夏の熱中症対策について，事務局内の安全衛生委員会で決

定した対策として，毎朝，事務局から外廻りの職員の携帯端

末に熱中症対策情報を配信している。更に熱中症対策キット

を各現場に配置している。他には，熱中症対策の研修会に参

加し，知識の習得にも努めている。   

    理事：日陰のない場所もあるため，労働環境への配慮も必要になる

と思われるため，市と連携しながら工夫してもらいたい。  

    理事：監理団体として自主的に期間・取組項目を決めてＰＤＣＡを

回していくのはとても意義があることである。その為に現在

の中期経営目標を総括して，次期計画に繋げていくというと

ころを表現して欲しい。そのうえで，次期において何を目指

すのか，何のために信頼性・透明性を高めるのかといったこ



とを整理することで，計画目標や取組の視点の整理もされる

のではないか。改めて検討をお願いしたい。  

       説明の中であった地域や団体との連携で，国領地区での展開

とは具体的にどのようなことを考えているのか。また，情報

提供の推進に関して説明があった，認知度向上のターゲット

とはどんなことを意味するのか。  

   事務局：事務所の所在地である国領駅前の商店街等との連携を想定し

ている。  

       認知度のターゲットについては，評議員会で議論になったと

ころであり，全ての取組において調布市民全体がターゲット

なのか，障がい者支援の場合における対象となる障がい者な

どのように取組項目ごとにターゲットを明確にするといった

ような方法があると考えている。  

    理事：国領地区の商店街との連携は非常に良い。駅前広場の整備ま

では行政が行い，そこでのにぎわいの創出等は地域の方々の

力が発揮されるべきではないかと考えているので，そういう

ところに公社として入っていくことは良いことである。小さ

な規模でも少しずつ取り組んでもらいたい。  

       認知度向上は難しい課題であり，漠然とホームページを立ち

上げたからといって向上するものでもない。そこでは，公社

が誰に何を伝えたいのかを定めたうえで，ターゲットを定め

るべきである。  

    理事：公社が行っている障がい者に対する取組は，関連の調布市社

会福祉協議会や調布市社会福祉事業団も同じような事業を行

っているので，こころの健康支援センターの就労支援室ライ

ズやちょうふだぞうなどと連携する中で，共同の会議や勉強

会などもされるのが良いのではないか。  

   事務局：日常的に意見を交わすような場は今のところないため，市の

力も借りながらそういった場ができると良いと考えている。  

    理事：民間の中期経営計画には，先ず売上や利益といった数字の話

が出てくるが，それらに触れられておらず，利益を追求する

団体ではないかも知れないが，実際の収支がどうなのかとい

うところから人材募集に関しても時給の妥当性なども出てく

るのではないかと感じた。私も会社を経営する中で，採用に

苦労しており，事務局からあった話はよく分かる。今は人を

集めるツールも新しくなっており，多様化しているので，現

在のツールだけに頼っているところについては，見直し余地

があるかも知れない。  

       他には，正規職員が７人しかいないのに，こんなに多くの達

成目標ができるのか，もう少し絞り込む必要がある。市から



の受託事業を通して地域社会の発展に寄与するということで

あれば，もう少しそのことに意識を向けた計画になっても良

いのではないかと感じた。  

   事務局：公社は市のサービスを補完する監理団体であることから，一

定の経費をいただき運営している。それは民間企業でいうと

ころのいわゆる原価ベースであり，公社で業務を効率的に行

い，結果として残金は市に返還している。  

       従って，売上や利益とは違った観点で公社の役割や存在意義

があるということになる。  

    理事：公社では人材募集に関して，市報以外のツールは何か。  

   事務局：緊急の場合は，民間の媒体である求人誌の活用やネットでの

配信となる。  

    理事：公社の働き方はシフトや短時間勤務等，変則的な内容なので

市民が知る機会が少ないのかも知れない。市からも情報をも

らいながら，地区協議会等に情報発信するなど，工夫しても

良いのではないか。  

    監事：信頼性・透明性の高い法人に関しては，監事として決算監査

で伝票や契約書，現金の管理等を確認している。公社では非

常に適切に処理されていることから，法人としては十分に組

織としてやられているので，課題ではなく経営理念という考

え方でも良いのではないか。  

    監事：私も今の意見と同意見であり，少人数で良くやっていると感

じている。人が集まらないという話だが酷暑の際には，別途

の手当等はあるのか。  

   事務局：特別な手当はないが，業務の難易度や負荷の違いで時給に違

いはある。但し，最底賃金に近い時給で募集を行うことが多

くある中で，それらの求人については，年々応募者が減少し

てきている。  

    監事：そのような状況がある中でも予算の残額については市に返還

している。民間企業からするとそのような状況に違和感があ

ると思うが，そのことが公社の評価になるということなのか。 

   事務局：仕事もしっかりと行いながら，効率的に取り組むことで経費

を抑制するといった両面が評価されるものと考えている。い

ただいた経費の中で最大のサービスを提供することが公社の

評価となり，返還額の大小ではなく，サービスの質が評価さ

れるところである。     

 (3)議案第１１号  平成３０年度一般財団法人調布市市民サービス公社第２

回臨時評議員会の招集について  

   ＜事務局からの説明＞  

    臨時評議員会を，８月２日に招集したい旨，説明した。   



   ＜結果＞  

    議案第１１号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決し

た。  

 (4)その他   

   事務局から以下の内容について説明した。  

   ・平成３０年度４月から６月までの予算補正について  

  

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午前１１時３０分

に閉会した。  



平成３０年度第３回臨時理事会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３０年１１月２日（金）  

午後３時００分から午後４時１０分まで  

２  場所      調布市役所５階  特別会議室  

３  理事総数    ６名  

４  出席理事数   ６名  

（出席理事）   島田尚（議長），北川秀秋，箕輪久子，今井隆司，  

宇津木光次郎，八田主税   

 （出席監事）   櫻井欣吾  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   本日の理事会が定款第３３条に定める定足数を満たしていることを確

認し，議案の審議に入った。  

 (2) 報告第３号  平成３０年度上半期理事長の職務執行状況について  

   ＜理事長からの報告＞  

    法人運営に関する事項として，まず，次期中期経営計画策定に向け

て，事務局素案を基に理事会・評議員会にて協議を進めた。   

    また，新規に採用した正規職員にキャリアプラン作成を指示する他，

安全衛生委員会やＱＣ委員会の活動の推進，中期経営目標の進捗管理

に取り組んだ。  

    さらに，上半期においては，職場体験の受入れに積極的に取り組ん

だ（中学生８人，若者３人）。   

    事業運営に関する事項として，継続して市民サービス事業と管理運

営事業を市から受託し，所管課や協力事業者と連携し効果的・効率的

に業務を実施した。  

    今年度から新たに受託した市民農園事業については，施設の安全対

策や修繕を行った。また，本庁８階からたづくり１１階に移転したス

ポーツ・保養施設インフォメーションコーナーでは，土・日・祝日の

開設やみんなの広場の受付といった受託内容の拡充に適切に対応した。

その他，新規に開設された調布西第２自転車等駐車場では交通系ＩＣ

カード利用の導入に適切に対応した。  

    また，夏季期間に開催され，当社が管理運営している市民プールに

おいては，事故等も無く，安全に運営を完了することができた。なお，

福祉作業所によるアイスクリーム等の臨時販売も昨年度に引き続き実

施し，前年同様に１８日行った。  

    他にも，中期経営目標の内容を踏まえた事業運営の推進に努めた。  

    最後に職員への指示事項として，より分かりやすい決算資料の取り

まとめや中期経営目標に基づく取組の推進のほか，上半期の実施状況



を踏まえて，下半期に臨むよう指示した。  

   ＜質疑等＞  

    なし。  

 (3) 報告第４号  一般財団法人調布市市民サービス公社中期経営目標平成

３０年度上半期進捗状況等について  

    ＜事務局からの報告＞  

     今回，従前の報告フォーマットに加え，評議員会から要望のあり

ました委員会毎の活動報告を補足資料としております。  

     平成２７年度からスタートしました中期経営目標も最終年度の上

半期が終了しました。１０項目に基づく取組を推進しており，上半

期の評価はＡが８項目，Ｂが２項目であり，概ね計画通りに進捗し

ています。  

     この上半期の主な取組実績として，受託事業に関する拡充では，

市民農園管理の新規受託とスポーツ・保養施設インフォメーション

コーナーにおいて，みんなの広場受付業務が追加されたことなどに

よる事業拡充があります。事業の取組改善では，利用者のサービス

向上に資する取組改善に努めました。積極的かつ分かりやすい情報

提供では，公社独自のホームページの開設に向けて，委託選定先事

業者の調査・比較・検討を進め，下半期における一部開設の目途が

つきました（自転車等駐車場の空き情報等の配信）。市民雇用の促進

では，新規雇用者の市民雇用や職場体験の受入れ，新たな体験メニ

ューの企画に取り組みました。一方発注における公平性・透明性の

確保及び市内協力事業者の拡充・活用については，双方のバランス

に留意しながら規定の見直し等の検討を進めたところですが，下半

期においても検討を継続し，一定の整理を行うこととしております。 

     なお，下半期では，この４年間における取組の最終の取りまとめ

を行うこととなり，各取組を通じて，経営課題の解決や，法人とし

ての基盤整備の状況について評価をいただく時期を迎えます。また，

並行して次期計画を策定する重要な時期となりますので，理事会・

評議員会の意見を踏まえ，市の支援も受けながら進めて参ります。  

   ＜質疑等＞  

    理事：夏場の熱中症，台風対策について教えてもらいたい。  

   事務局：熱中症対策については，熱中症対策キットの配付や，外回り

職員向けに毎朝，熱中症指数情報のメール配信を行った。  

       台風対策については，各施設において飛散の危険のある物等

を撤去した。一部，倒木などはあったが大きな被害はなかっ

た。今年度は，熱中症対策物品の品不足で調達に難航したた

め，来年は早目に物品を確保していく。  

    理事：利用者で熱中症になる方などはいなかったか。  

   事務局：特にはなかった。なお，利用者保護のため地域福祉センター



等の施設にも熱中症対策キットを配備していた。  

    理事：いろいろな事態を想定していることは良いことだと思う。台

風後に布田の駐輪場の木が倒れていたが，２，３日倒れたま

まであったので，現場と連携をとって早く対応して欲しかっ

たと感じた。今後，現場との連絡体制などを見直して欲しい。  

    理事：委員会ごとの活動報告資料の中にある大きなクレームとはど

のような内容だったのか。  

   事務局：利用者情報の適切な取扱いが徹底されなかった事例があった。

そのため，改めて，事務局による指導や，専門家による講習

を行い適正化に努めた。  

    理事：利用者情報の適切な取扱いについて，再度徹底する対応を行

ったことを確認できたため，今後も留意してもらいたい。  

       事業拡大委員会の取組事項である交通系ＩＣカードの導入対

応に関して意見はあるか。  

   事務局：交通系ＩＣカードの導入は，駐輪場の形態によってメリット

やデメリットがあるものの，利用者からは歓迎されている。  

    理事：公社から市の担当者へ情報提供してもらうとサービス向上に

つながると思う。  

    理事：新規に受託した市民農園事業と内容を拡充したスポーツ・保

養施設インフォメーションコーナーにおける今後の課題は何

か。  

   事務局：市民農園事業に関しては，土・日・祝日の対応や事務的な業

務についての市との役割分担について市と協議が必要である。 

       スポーツ・保養施設インフォメーションコーナーについては，

平日と祝日等で勤務する職員を分けているため，休日等が連

続した場合の職員の勤務シフトの柔軟な調整が課題である。  

    理事：今後も市に対して新しい提案をいただければと思う。  

       委員会ごとの活動報告資料の中で，再発クレームの根本対策

とあるが，施設窓口等において，利用者からの御意見等の見

える化を行うのも良いのではないか。  

    理事：市民農園の性質からすると，土・日の対応がメインである。

シフトのあり方を再検討しても良いのではないか。  

    理事：調布駅前広場の喫煙スペースが閉鎖となった。その影響が周

辺の駐輪場にも及んでいるのではないかと思うので，そのあ

たりの情報について，市に情報提供してもらえると良い。  

 (3) 報告第５号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営  

計画（案）について  

   ＜事務局からの報告＞  

    これまで事務局素案を基に理事会・評議員会にて計画概要や構成・

取組項目等について複数回，協議していただいたところです。それら



を踏まえて今回，次期計画（案）を出させていただいております。こ

れまでの御意見としては，市の基本計画や施策との連動性の表現，現

計画を踏まえた前向きな表現，他の監理団体との連携や人材確保の視

点などが挙がっております。  

    計画（案）の構成については，目次にある通りであり，１の（２）

中期経営目標の振返りの中で次期計画でのポイント等を確認し，２の

（１）中期経営計画の位置付けで中期経営目標や調布市基本計画との

関連，更には定款や事業計画との連動を整理しています。これらを踏

まえて４で経営課題や将来像を明確にし，５では経営目標の設定と取

組の視点を整理し，６の実施計画に繋げています。  

    次に主な内容を説明させていただきますが，まず経営課題と将来像

です。経営課題は，受託事業をより適切に実施するために法人基盤の

更なる整備・強化に加え，一般財団法人を継続する中で信頼性や透明

性を更に向上させる必要があることです。法人の将来像は，受託事業

を適切に実施する中で地域社会に寄与し，市民に認められる法人とな

ることです。これらを踏まえて経営目標を ｢高い信頼性・透明性を備え，

市からの受託事業をとおして地域社会の発展に寄与する法人 ｣としま

した。各種取組は目標達成の手段であり，次期計画の最終的な目標は，

経営目標とした ｢高い信頼性・透明性を備え，市からの受託事業をとお

して地域社会の発展に寄与する法人 ｣の実現であります。  

    具体的な取組となる実施計画については，３つの視点を踏まえ１１

の取組に展開しています。視点１は，受託事業のサービス向上・効率

化の推進で，公社は市からの受託事業を適切に実施する法人であり，

その全ての活動はＱＣＤを基本として行われる必要があります。視点

２は，地域貢献の推進であり，視点１の活動そのものが地域貢献につ

ながるものであると考えておりますが，更に公社の存在意義を高める

プラスアルファの地域貢献活動が必要であると考えています。視点３

は，組織の活性化であり，視点１や２を支え法人が継続的に成長・発

展していくためにベースとなる人材の育成や確保，地域における団体

等との連携や交流が必要です。各取組に設定する達成指標のうち，６

つの指標については，現計画から引き続きのものとしております。な

お，各取組に設定する達成指標について，次期計画からは２つにする

ことを検討していますが，複数の視点で２面から評価することで，プ

ロセスや取組内容をより理解いただけるようにするためです。なお，

人員が限られている中で，指標を増やすことにより，本来の取組がお

ろそかにならないように注意する必要があると考えています。  

    最後に実施計画シートになります。それぞれ取組概要欄にポイント

を整理し，達成指標を掲げ，４年間の年度毎の具体的内容を記載して

おります。新たな内容の主なものとして，１－３受託事業における適

切な事務処理の推進では，受託事業の進行管理について，公社での基



幹業務である使用料などの処理事務などについて取り上げています。

２－２障がい者の就労機会の提供では，障がい者団体支援として行っ

ている業務発注を新たに取り上げています。２－４就労体験に関する

取組の推進では，就労体験メニュー開発について取り上げています。

３－２地域や団体等との連携では，公社の認知度向上の視点から多様

な団体等との連携等を取り上げています。これらの取組を推進するな

かで経営目標が実現できるように努力して参ります。  

   ＜質疑等＞  

    監事：施設使用料の納付期限の遵守だが，精算機ではなく，人が管

理している駐輪場が心配であるため，監査の際には細かくチ

ェックするのだが，きちんと処理されている。少人数でよく

やっているなと感心している。  

    理事：「受託事業の内容に留まらない，公社独自の付加的な取組」と

いう表現と経営目標の「高い信頼性・透明性を備え，市から

の受託事業をとおして」という表現に矛盾があるように見え

るので整理が必要ではないか。  

    理事：基準値より目標値が低く設定されているものがあるが，それ

らについては，説明の仕方を注意したほうが良い。あわせて，

目標値と基準値の考え方を整理する必要があると思う。  

       また，働きやすい環境を確保し，女性職員の割合を増やす努

力をして欲しい。  

    理事：目標値が基準値よりも低く設定されているものについては，

誤解されないようにするため，改善する目標なのか継続する

目標なのかということを記号で表現してみてはどうか。また，

定性的な目標は，補足指標のようなものを加えると進行管理

しやすくなると思う。地域団体等との連携という目標が出て

きたというのは，非常に意欲的であると感じる。そのことに

関して，２０１９年度に何か予定していることがあれば教え

て欲しい。  

   事務局：現在，準備しているものとしては調布市の見守りネットワー

クへの参加がある。また，防犯協力会と連携しているので啓

発活動などに参加していきたいと考えている。  

    理事：地域行事への参加について考えていることは何か。  

   事務局：現在検討している中では，公社の事務局がある国領地区での

環境づくりに取り組んでいきたいと考えている。  

    理事：国領地区は関係を作りやすい素地があると認識している。ま

ずは身近なところからつながっていくことが大事だと思う。  

 (4) 議案第１２号  平成３０年度一般財団法人調布市市民サービス公社第

３回臨時評議員会の招集について  

   ＜事務局からの説明＞  



    臨時評議員会を，１１月１３日に招集したい旨，説明した。   

   ＜結果＞  

    議案第１２号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決し

た。  

 (5) その他  

   事務局から以下の内容について説明した。  

   ・平成３０年度７月から９月までの予算補正について  

   ＜質疑等＞  

    理事：ドライブレコーダーを設置した経緯は。  

   事務局：リース契約している自動車８台に設置した。自転車等駐車対

策事業において，自転車運搬中における接触事案の発生など

を踏まえ，今後に向けた職員の安全運転意識の更なる啓発な

ど，安全対策の一環として導入した。  

 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午後４時１０分に

閉会した。  



平成３０年度第４回臨時理事会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３１年１月３０日（水）  

午前９時００分から午前１０時００分まで  

２  場所      調布市役所５階  特別会議室  

３  理事総数    ６名  

４  出席理事数   ５名  

（出席理事）   島田尚（議長），箕輪久子，今井隆司，宇津木光次郎，  

八田主税   

 （出席監事）   櫻井欣吾，小杉茂  

５  議事の経過の要領及び結果  

 (1) 定足数の確認  

   本日の理事会が定款第３３条に定める定足数を満たしていることを確

認し，議案の審議に入った。  

 (2) 報告第６号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営  

計画（案）について  

   ＜事務局からの報告＞  

    前回の理事会・評議員会でいただいた御意見を踏まえて，内容の修

正を行っている。また，この間において，市の監理団体である調布市

文化・コミュニティ振興財団から，今後における公社の新たな事業展

開につながる内容の相談があり，事務局としては，前向きな対応を考

えていることから，そのことに関連した修正も加えている。  

    そのため，先に財団からの相談内容と公社としての考え方について

御説明する。  

    公社は，前身の公共施設管理公社と同様に，市からの受託事業を担

う法人として活動していくという考え方の中で，受託事業におけるサ

ービス向上や効率化などに加えて，市民雇用の促進や障がい者に対す

る就労機会の提供のほか，市内事業者との連携などの取組を通じて，

地域社会の発展に寄与してきた。  

    現在は，平成２７年度からの中期経営目標に基づく取組を推進して

おり，これまでの取組を通じて，当初に見込んでいた成果を概ね得ら

れていることも踏まえ，次期計画においては，法人としての活動を更

に発展させる視点をもちながら，存在意義をより高めていくための取

組を検討しているところであり，その具体的な取組の一つとして，地

域や公益的な団体等との連携を位置付け，法人活動を発展させる観点

から，多様な主体との日常的な関係づくりに取り組むことを考えてい

た。  

    そのような中で，先日，財団から，「施設の受付業務について公社に

協力してもらえないか」との話をいただいた。具体的には，平成３１



年度から財団が新たに指定管理者として管理運営を行う予定の「せん

がわ劇場」における受付業務である。  

    本件については，財団と調整中のため，決定事項ではないが，事務

局としては，「同じ市の監理団体からの協力依頼であること」や「市の

公共施設の管理運営に関する業務であること」のほか，「業務の円滑な

執行に協力することで市民サービスの向上につながり，市民のメリッ

トに寄与できること」や「公社で検討している次期計画における基本

的な考え方や取組内容にも合致し，公社の活動の発展につながること」

といったことを踏まえ，前向きに検討している。   

    なお，本件に対応するに当たっては，公社として，「市からの受託事

業を担う法人として活動していく」というこれまでの考え方から一歩

踏み出し，公社としての役割や存在意義を踏まえつつ，「市からの直接

の受託事業に加えて，市の業務を担う監理団体をはじめとした公益的

な団体からの協力依頼にも対応していく」という考え方をもって，法

人としての今後の活動を進めていくということを共通認識とする必要

がある。また，公社が行う事業は定款で規定していることから，本件

への対応に伴う定款との関係性について，定款を登記している法務局

の相談窓口のほか，法人設立時に定款策定等の支援をいただいたコン

サルタントの方に確認や相談を行った。結果としては，どちらも同様

の見解であり，「定款第３条第２項第２号では，公社が行う事業として，

“市の公共施設の管理運営事業”と規定されているが，市から直接業

務を受託することのほか，他団体を経由して間接的に市の業務を受託

することも読み込めるため，現行の定款の規定のままで財団からの依

頼に対応できる」とのことであった。そのことを踏まえ，財団からの

依頼に対応する場合でも，定款については現行のままとすることを予

定している。  

    それでは，今回修正した次期計画の内容について，主な変更点を中

心に御説明する。  

    資料は，中期経営計画（案），嘱託職員等の雇用状況，理事会・評議

員会の主な意見と反映内容の３点となっている。  

    まず中期経営計画（案）の３ページに計画策定の流れを追記し，４

ページ以降の内容を理解しやすいように工夫した。  

    次に９ページでは，達成指標についての考え方を詳細に記載し，関

連して１０ページの実施計画一覧には，目標値設定の方向性欄を設け，

目標値の位置付けを整理した。９ページに実施計画における取組のポ

イントを整理・追記し，１１ページ以降の実施計画における取組の全

体像を理解しやすくした。  

    １１ページ以降の実施計画シートの主な修正点は，先ほどの財団か

らの依頼への対応も含め，新たな事業の展開や地域との連携をより推

進することを念頭に１２ページ及び２１ページを修正している。他に



２０ページでは，公社独自のホームページの積極的な活用に関するこ

と，また，良好な勤務環境の維持等に関しては，１６ページの市民雇

用の推進に加え，２２ページの職員育成・人材確保の面からも取組を

位置付けた。  

    最後に，１６ページの市民雇用の推進の取組については，理事会や

評議員会でも詳細な分析をして共通認識を持つ必要性について御意見

をいただいている。参考資料にあるとおり，公社は市民雇用を含めた

市民との協働を重要な目的としているが，その担い手を確保する環境

が年々厳しくなっており，何度募集しても，職種によっては必要な人

材が確保できない状況が散見されるようになってきている。公社にお

いては，市民雇用と併せて，円滑で安定的な事業運営を確保すること

も同じく重要であると考えている。資料に平成２５年度から平成２９

年度までの雇用状況の推移を表とグラフで表しており，雇用者総数，

市民雇用ともに３０人増加したことで，市民雇用率は８３．９％から

８６．８％となり，２．９ポイント上昇しているが，平成２８年度か

ら平成２９年度は横ばいとなっている。職員の入替りや住居の転出・

転入の表からは，人材確保における厳しい環境と併せて，市外転出も

ある。これらの状況を踏まえると，今後において市民雇用率を大きく

伸ばしていくことは容易ではないことが想定されるため，次期計画に

おける目標値を精査するに当たり，近年の雇用状況を踏まえた今後の

見通しを２パターンでシミュレーションした。  

    過去５年間における年平均増加人数の６人を市民４人（市外２人）

と市民５人（市外１人）で設定したところ，市民４人では計画期間最

終年度の市民雇用率は８３．８％，市民５人では８６．３％となるこ

とから，次期計画における目標値は８６％以上とした。これは現在の

水準の維持ということになるが，大変厳しい目標値であると認識して

いる。  

   ＜質疑等＞  

    理事：現在，せんがわ劇場は市の直営であるが，舞台芸術の専門性

を持った人材の育成が難しく課題となっている。課題の解決

を図るために，平成３１年度以降は指定管理者として調布市

文化・コミュニティ振興財団を指定した。財団では，舞台芸

術の活動に集中するために，窓口業務に関して公社のノウハ

ウに期待して相談していると理解している。公社としても，

同じ市の監理団体からの受託によって新たな事業展開が期待

できるのではないかと考えている。   

    理事：定款との整合性を含めてどの程度，事業として展開できるの

か共通認識を持つ必要がある。公社としては，せんがわ劇場

が培ってきた地域との取組・連携といったノウハウを得る機

会になる。公社の組織の活性化につなげて欲しい。   



    監事：公社の職員は，日常的に膨大な業務に対応している。事業が

拡大して行くことは良いことだが，現状の事務局の体制で対

応可能なのか心配である。  

   事務局：様々な業務への対応を踏まえ，事務局全体の人員体制を検討

していく。  

    理事：せんがわ劇場の業務は，財団も初めての受託であり，公社も

初めてとなるため，市所管部署でのフォローは不可欠である。

公社においては，せんがわ劇場の受付業務を通じて発展的な

取組を期待する。  

また，説明があった１０ページの目標値の方向性の記載につ

いては，より分かりやすく整理する必要がある。   

    理事：嘱託職員等への交通費の支給は無いようだが，交通手段を教

えて欲しい。  

   事務局：徒歩のほか，自転車，公共交通機関を利用している。  

    理事：嘱託職員等から何か要望等はあるか。  

   事務局：一部の方からは，交通費支給についての要望はある。  

    理事：ラグビーワールドカップやオリパラ関係で障がい者が関われ

る事業を行う予定はあるか。  

    理事：市ではシェアサイクルの実証実験をラグビーワールドカップ

やオリパラに合わせてスタートする予定であり，公社に協力

をお願いする予定である。  

   事務局：チラシの印刷等の仕事をお願いできるかも知れない。  

    理事：計画にラグビーワールドカップやオリパラ関連の記述がある

と，公社の姿勢が分かりやすくなる。その関係でシェアサイ

クル等が関係してくるのであれば更なる事業の展開が意識で

きるのではないか。  

       １０ページの目標値の設定については，矢印での表現も加え

るとより分かりやすくなると思われる。  

       また，地域や団体との連携に関する計画が盛り込まれており，

これまでの活動から一歩踏み出し，意欲的であると感じてい

る。まずは，事務局がある国領地区での連携に取り組むと良

いのではないか。  

    理事：公社の独自ホームページは，どのように活用するのか。これ

までのように議事録等を公開するだけでは足りないのではな

いか。  

   事務局：事業内容の公開に力点を置き，利用者目線での情報提供を心

掛ける。  

    理事：掲載する内容については，市民ニーズに応えられるように，

市の所管課と連携して欲しい。  

   事務局：ホームページ開設を通じて，市の所管課との連携を深めたい。  



 (4) 議案第１３号  平成３０年度一般財団法人調布市市民サービス公社第

４回臨時評議員会の招集について  

   ＜事務局からの説明＞  

    臨時評議員会を，２月７日に招集したい旨，説明した。   

   ＜結果＞  

    議案第１３号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決し

た。  

 (5) その他  

   事務局から以下の内容について説明した。  

   ・平成３０年度１０月から１２月までの予算補正について  

   ＜質疑等＞  

    なし。       

 

 議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午前１０時００分

に閉会した。  



平成３０年度第２回通常理事会議事要旨 

 

１  開催日時    平成３１年３月２７日（水）  

午後１時３０分から午後２時４０分まで  

２  場所      調布市役所５階  市長公室  

３  理事総数    ６名  

４  出席理事数   ６名  

（出席理事）   島田尚（議長），北川秀秋，箕輪久子，今井隆司，  

八田主税，宇津木光次郎  

 （出席監事）   小杉茂  

５  議事の経過の要領及び結果  

(1) 定足数の確認  

 本日の理事会が定款第３３条に定める定足数を満たしていることを

確認し，議案の審議に入った。     

（ 2） 議案第１４号  一般財団法人調布市市民サービス公社第２次中期経営  

計画について  

   ＜事務局からの説明＞  

平成２９年度末より理事会・評議員会にて審議してきた次期経営計画に

ついて，今回決議のための提案をする。この間，現在の中期経営目標の取

組状況を振返りつつ，次期経営計画策定においては，経営課題・法人の将

来像を明確にし，経営目標を定め，各種取組を設定した。２月に行われた

評議員会では，最終案を今回の理事会に諮ることの同意を得ている。前回

の案から変更した点は，｢実施計画一覧 ｣である。目標値が基準値に対して

どのような方向性としているのかについて，前回の案で「維持」や「推進」

などの言葉で表したところ，ややわかりにくいとの意見もあったことから，

「２つの方向の矢印」で表記することに変更した。その他は，前回案から

の大きな変更はない。  

＜質疑等＞  

     理事：中期経営計画の進行管理やホームページの管理をしっかり

と行い，法人の透明性を高めて欲しい。その上で，市民か

ら意見をいただけるような環境を整えていくべきである。  

     理事：公社のホームページについては，市のホームページとの棲

み分けをどうするかが課題となる。市民目線から情報を発

信するべきである。また，公社が行っている受託事業をど

うアピールするかも課題である。  

    事務局：公社が行っている事業をどのように見せるかは市所管課と

詰めていく必要がある。市の事業を補完するという立場か

ら，情報提供についてのバランスが重要である。   

     理事：取組計画における方向性が維持又は向上となっており意欲



的と考える。   

ホームページに関して，市民目線で言えば誰がホームペー

ジを運営しているのかということよりも，今すぐ使える駐

輪場がどこなのかを知りたいのではないか。  

     理事：障がい者団体は，外に出て市民の方と触れ合える機会を楽

しみにしているので，ポスティングや清掃業務などがあれ

ば，障がい者団体を活用して欲しい。  

    事務局：地域貢献という考え方の中で，障がい者団体と連携を図る

こととしている。    

     理事：ホームページの内容は，法人の目的に合致したものとすべ

きであり，公社が社会貢献に取り組んでいる姿勢などを発

信することも重要である。他に，中期経営計画のスタート

と合わせて挨拶運動などを進めたら，公社のアピールにも

なるのではないか。   

   ＜結果＞  

     議案第１４号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決

した。  

 (3) 議案第１５号  平成３１年度一般財団法人調布市市民サービス公社  

事業計画及び一般会計収支予算について  

   ＜事務局からの説明＞  

    平成２７年度からスタートした中期経営目標が今年度で終了する一方，

平成３１年度からは，先程承認された第２次中期経営計画がスタートす

る。第２次中期経営計画は，各年度に策定する事業計画に反映し，事業

計画を核にＰＤＣＡのマネジメントサイクルを活用して取り組んで いく。

これらの一連の取組は，次期計画の経営目標である「高い信頼性・透明

性を備え，市からの受託事業をとおして地域社会の発展に貢献する法人」

の実現に繋げるものである。  

事業計画の１ページ目には，次期計画の経営目標達成に向けた取組に

おける３つの視点に基づき基本方針を掲げている。また，２ページから

３ページには基本方針に基づく具体的な取組内容を記載している。まず

（１）の受託事業におけるサービスの向上・充実，効率化の推進の視点

では，市が新たに行うシェアサイクルの実証実験への対応や他の公益的

団体との連携も踏まえたせんがわ劇場における受付業務の委託を予定す

るとともに，効率化や適切な事務処理に取り組んでいく。（２）の地域貢

献の推進の視点では，従来の取組を継承・強化する内容となっており，

公社の設立目的に根差した重要な取組である。（３）の組織の活性化の視

点では，公社の認知度向上に向けて，独自ホームページの活用や地域で

活動する多様な主体との連携，組織の要である職員のスキルアップ・意

欲向上に加え，良好な職場環境の維持に努める。  

４ページから８ページまでは１０の市民サービス事業の実施方針とな



っている。予算額は，契約予定額であり，総額６６９７万円余で，昨年

度から３７８万円余の増額となっている。主な要因はメール事業におい

て，郵便仕分け業務の効率化を目的として，市役所本庁１階のメール室

に，新たに機器を導入することなどである。９ページから１４ページは

８の管理運営事業で，予算額は５億４５６万円余で，昨年度から  

１６６５万円余の増額となっている。主な要因は自転車駐車対策事業に

おける受託施設の増加や市が行うシェアサイクル実証実験に関する取組，

新たにせんがわ劇場における受付業務を行うことなどによるもので ある。 

最後に，１５ページから１６ページの収支予算書についてだが，収入

面では「事業活動収入計」が，６億５３２９万円余で前年度と比較し  

１６１５万円余，率にして２ .５％の増となっている。一方，支出面では，

「職員賃金支出」などにおいて，新たにせんがわ劇場受付業務に従事す

る職員を６人採用することや賃金改定の理由から増加となっている。他

に機械式自転車等駐車場の開設に伴い，「警備委託費支出」が増加してい

る。また，「管理費支出」は，役員報酬や事務局正規職員給料，事務所の

賃借料等であり，正規職員に係る経費などに変動がある。「財務活動支出」

は，車両やコピー機等のリース契約等によるものでほぼ横ばいとなって

いる。  

  ＜質疑等＞  

     理事：メール業務における効率化の内容と，体育施設事業に関す

る予算の増額要因を説明してもらいたい。  

    事務局：今後集荷サービスが無くなることへの対応で，郵便局から

の要請により，郵便料金計器を導入するものである。  

     監事：市役所本庁舎における郵便局の集荷サービスが終了するこ

ととなった。そのため公社で，郵便料金算出作業を事前に

行って仕分をしたうえで，郵便局に持ち込むことが必要と

なった。その際に郵便局が認定している計器を導入するも

のである。  

    事務局：体育施設事業に関する予算の増額は，市民プールの運営に

関わる経費増に対応するもので，人件費の高騰などで必要

となったものである。   

     理事：契約方法，安全管理，人件費の高騰などの様々な要因は理

解できる。所管課と連携して安全な事業運営に努めて欲し

い。  

     理事：シェアサイクルの実証実験の準備は公社に尽力してもらっ

たところである。公社が管理運営を行っている地域福祉セ

ンターなどの施設にもシェアサイクルが広がれば良いと考

えている。市民農園事業の課題とせんがわ劇場受付業務の

準備状況を教えて欲しい。   

    事務局：市民農園の管理については，農園利用者の多い土日の対応



が課題と認識している。せんがわ劇場については，施設の

指定管理者となる調布市文化・コミュニティ振興財団と連

携して準備を進めていて，明日から現場での研修も開始す

る。  

     理事：市民農園事業については，土日は利用者の自主管理になる

ということも考えられないか。所管課と検討して欲しい。  

     理事：平成３１年度は，地域との関わりについてどのように考え

ているのか。  

    事務局：調布市見守りネットワーク，調布市文化・コミュニティ振

興財団やちょうふ若者サポートステーションとの関係づく

りを継続していく。  

     理事：公社の事務所がある国領での関係づくりを進める観点から，

国領で行われるイベントへの参加を検討してはどうか。  

     理事：市が実施するより公社が実施して良かったという評価で公

社の付加価値がつく。予算が収支０円であるが，最終的に

も０円となるのか。  

    事務局：予算書は収支０円でスタートするが，事務の効率化や経費

節減により余剰金が発生することになる。その際は，市へ

返還することとしている。  

     理事：施設での接遇におけるクレームが課題である。また，働き

方改革への対応と消費増税に関する経理上の対応について

教えて欲しい。  

    事務局：クレームについては，ＱＣ委員会で情報共有し，恒久対策

等を確認している。働き方改革については時間外勤務の抑

制や年休取得への対応を行っていく。消費増税の対応につ

いては，予算見積の段階で，時期に応じた税率で積算して

いる。  

     理事：消費増税については契約時期等に注意して欲しい。接遇に

ついてはＱＣ委員会でしっかり議論してもらいたい。    

   ＜結果＞  

    議案第１５号については，原案のとおり出席理事全員一致で可決し

た。  

  (4) 報告第７号  平成３０年度下半期理事長の職務執行状況について  

   ＜理事長からの説明＞   

はじめに，執行事項等のうち，法人運営に関する事項についてである。 

１  次期中期経営計画策定に向けて，事務局素案をもとに，理事会・評

議員会にて協議を進め最終案を平成３０年度第２回通常理事会に上程

した。  

２  安全衛生委員会を定期的に開催し，施設窓口における管理人の名札

等の表示方法について検討を行い，次年度に向け見直しを行うことと



した。  

３  ＱＣ委員会にて，「クレームの情報共有や再発クレームの恒久対策」，

また「中期経営目標の進捗管理」を行った。  

４  積極的に，ちょうふ若者サポートステーションの職場体験受入（５

人）に取り組んだ。なお，体験者のうち２人は，その後において公社

での雇用につながり，事務局及びせんがわ劇場に配置予定である。  

５  武蔵府中税務署による源泉所得税に関する調査を受け，役員報酬の

修正・自主納付を行った。  

６  中期経営目標の内容を踏まえた法人運営の推進に努めた。  

次に事業運営に関する事項についてである。  

１   市民サービス事業・管理運営事業を，所管課や協力事業者等と連携

しながら効果的・効率的に実施した。  

２   開設が延期されていた調布東第１及び第２路上自転車等駐車場の定

期利用について，３月１日からの供用開始に対応した。なお，時間貸

利用は４月１日からの予定である。  

３  市において，平成３１年４月１日から予定されている社会実証実験

であるシェアサイクル事業について，市・公社・オープンストリート

㈱との３者協定締結の準備を進めた。  

４  調布市文化・コミュニティ振興財団からせんがわ劇場における受付

業務について，相談を受け協議を進めるとともに，人材募集及び研修

等の準備を行った。  

５  中期経営目標の内容を踏まえた事業運営の推進に努めた。  

＜質疑等＞  

    なし。  

  その他   

   事務局から以下の内容について説明した。  

   ・平成３０年度２月までの予算補正について  

   ・今後の会議の開催予定について  

  議長は，以上をもって本日の議事を終了した旨を述べ，午後２時４０分  

 に閉会した。  


